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通信・放送などの無線伝送システムは，今日の私たちの生活になくてはならないものとなっています．

無線伝送システムにおいて，信頼性，電力効率，周波数利用効率などの性能を最大限に引き出すために

は，無線伝送路としての電波伝搬の特質を充分に把握した上でシステム設計およびサービス設計を行う

必要があります．

本講座では，無線伝送路としての電波伝搬を，専門外の人にもわかりやすく解説します．一口に電波

伝搬といっても，利用する環境や周波数によって，その特性は大きく異なります．また受信機では，送

信信号だけではなくさまざまな雑音も同時に受信し，特性の劣化を引き起こします．本講座では，電波

伝搬の概論からスタートし，雑音の性質，次いで下は中波から上はミリ波までの広い周波数における電

波伝搬の支配的要因を説明し，最後に移動および近距離という環境固有の伝搬メカニズムを扱います．

参考資料として有効に活用できるように，ITU-R勧告などの標準文書を引用文献とするよう心がけ，第2

回以降の執筆はそれぞれの分野の第一線で活躍する方々にお願いしています．

読者の皆さんが，この連載を通じて，電波の振る舞いを心の眼で捉えられるようになれば幸いです．

（第1回） 電波伝搬の基礎理論 高田潤一（東京工業大学）

（第2回） 電波雑音 石上　忍（NICT）

（第3回） 短波帯，中波帯の電波伝搬 九鬼孝夫（国士舘大学）

（第4回） VHF帯，UHF帯の電波伝搬 北　直樹（NTT）

（第5回） マイクロ波帯・ミリ波帯の電波伝搬 選定中

（第6回） 移動通信の電波伝搬 選定中

（第7回） 近距離の電波伝搬 選定中
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１．まえがき

無線伝送システムにおける電波伝搬は，アンテナや無線

機とは異なり，人為的に制御することのできない自然現象

である．衛星放送や地上デジタル放送のように見通し伝搬

路を前提としたシステムから，携帯電話や無線LANのよう

に見通し外多重波伝搬路を前提としたシステムまで，多様

な電波伝搬環境があり，電波伝搬メカニズムも環境によっ

て大きく異なる．

この制御不可能な電波伝搬を理解することは，伝送方式

や機器を設計する観点からも，サービスや置局を設計する

観点からも非常に重要であると考えられる．

本稿では，次回以降の各論を理解するための準備として，

電波伝搬の基礎的な理論を，電磁波と伝送路特性の二つの

観点から概説する．

２．無線伝送路＝アンテナ＋電波伝搬

無線伝送路（radio channel）の特性は，送信機の出力端と

受信機の入力端の間の伝達関数もしくはインパルス応答と

して表現される．すなわち，無線伝送路特性は主に送信ア

ンテナ，電波伝搬路，受信アンテナの三つの要素で構成さ

れることとなる．送信アンテナおよび受信アンテナが伝送

システムを構築するデバイスとして設計あるいは制御可能

であるのに対し，電波伝搬路は自然現象として制御不可能

なものと捉えられる．その数学的表現は後述するが，前半

の電磁波の観点からの説明では純粋な電波伝搬路を，後半

の無線伝送路の観点からの説明ではアンテナ特性を含む文

字通りの伝送路特性を取り扱う．

３．電波伝搬の環境とメカニズム

衛星放送，地上デジタル放送（固定受信），固定無線のよ

うに，見通し環境で変動の小さい無線システムにおいては，

基本的には自由空間伝搬の仮定が成立する．ただし，HF

以下では電離層における反射，SHF以上では雨や大気その

もの減衰を考慮する必要がある．さらに長距離の通信路に

おいては，大気密度の高度分布に伴う屈折の影響も無視で

きなくなる．

VHF・UHF帯における移動体通信，FM放送や地上デジ

タル放送の移動受信などでは，基地局（送信局）は建物高よ

り高く，一方移動体（受信局）は建物より低い．このような

環境は，移動体通信においてはマクロセル環境とよばれ，

一つの基地局は，携帯電話では300m～3 km程度，公共無

線や放送においては数km～数10 kmの範囲をカバーする．

通常は見通しが遮られ，同程度の強さで複数の経路を経て

電波が到来する多重波環境となる．主な伝搬メカニズムは，

建物屋根における回折や，大地・建物表面などによる反射

である．

市街地における携帯電話やWiFiホットスポットサービス

では，同じ屋外であっても基地局は建物高よりも低く，伝

搬メカニズムも屋根超えではなく道路沿い伝搬が主とな

る．このような環境は100～300 m程度の規模でマイクロ

セル環境，それ以下の大きさではピコセル環境とよばれる．

これらの環境では，遮蔽がなければ見通し波が卓越し，見

通し外では建物表面・看板・道路標識などによる反射・散

乱が主な伝搬メカニズムとなる．交差点では建物側面にお

ける回折損失が大きく，反射波が到達しない領域では急速

に減衰する．

無線LANなど，主に屋内で使用されるシステムでも，屋

外と同じように多重波環境となる．壁面における反射およ

び透過，什器による散乱などが主なメカニズムとなる．

無線伝送路の捉え方は，利用する立場によって大きく異

なる．伝送方式の研究者にとっては，個々の伝搬路の決定

論的な特性にはほとんど関心がなく，さまざまな伝搬環境

をある程度妥当に表現できる数理モデルが重要である．一

方，置局設計の技術者にとっては，実際にサービスを行う

具体的なサイトにおいてサービス可能な範囲を正確に知る

ことが重要であり，確率モデルは初期値の設定には使えて

も，実際に基地局アンテナを置くときには，実験により，

あるいはレイトレースなどのシミュレータにより個々の環

境におけるカバレッジを評価しながら行うこととなる．
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４．電磁波の伝搬

本節では，電磁波の主要な伝搬のメカニズムを紹介する．

4.1 フリスの伝送公式：自由空間伝搬損失

自由空間における伝送利得Gは送信電力Ptと受信電力Pr

の比として，

と表され，フリスの伝送公式として知られている．dは送

受信アンテナ間距離，GtおよびGrは送信アンテナおよび

受信アンテナの電力利得，λは波長である．特にGt=Gr=1

の場合のGを自由空間伝搬利得Gfといい，

で表す．

また，利得の代わりに損失の形で表現する場合も多く，

Lf=Gf
–1は自由空間伝搬損失となる．

4.2 フレネルゾーン

図1のように，送信点Tと受信点Rを結ぶ見通し線に垂

直な平面を考える．この平面上の点Mが

を満足するとき，Mの集合は見通し線と平面の交点Cを中

心とし，半径

の円となる．ただし，

である．半径Rn–1からRnの範囲の円環部を第nフレネル

ゾーンとよぶ．なお，式（4）でd1，d2の値を連続的に変化さ

せると，フレネルゾーンは回転楕円体となることがわかる．

第 nフレネルゾーンは，行路長差による位相変化が

(n–1)πからnπの範囲となる領域を示しており，同一フレ
ネルゾーンを通過する波は互いに強め合って合成される性

質がある．このような性質から，フレネルゾーンは，見通

し，反射，回折といった伝搬メカニズムに対して，重要な

意味を持っている．見通しの有無は第1フレネルゾーン内

に遮蔽物があるか否かで判断ができる．

4.3 反射と屈折

図2に示すように，誘電率の異なる媒質1(ε1)と媒質2(ε2)
が，無限に広い平面境界で接しているときに，媒質1から

境界に向けて平面波が入射した場合を考える1）．

境界面の法線と入射波の伝搬方向とで張られる平面を入射

面と定義する．媒質1内部での反射波および媒質2への透過

波の伝搬方向はいずれも入射面内となり，伝搬方向θr，θtは

入射方向θiと次の関係にある．

式（7）は反射の法則，式（8）はスネルの法則と呼ばれる．

電磁波は横波で，電界の向きを偏波と呼ぶが，反射と屈

折に関しては，電界を入射面に平行な偏波成分と垂直な偏

波成分に分離することができる．以下，平行な偏波成分を

記号 ||，垂直な偏波成分を記号⊥で表す．入射電界Eiに対

する，反射電界Er，透過電界Etの比を，それぞれ反射係数

R，透過係数Tで表す．これらの係数は，それぞれの偏波

に対して次のような式で表される．
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ただし，εr21=ε2/ε1は媒質1に対する媒質2の比誘電率である．
式から明らかにθの値が π—

2 に近づくと偏波に無関係にR

は–1に，Tは0に漸近する．

なお，送信点・受信点が境界から有限の距離にあり，境界

面自体が有限の大きさの場合でも，送信点の境界面に対す

る鏡像点と受信点との間の第1フレネルゾーンの回転楕円体

断面が境界面に含まれる場合には，自由空間伝搬利得に反

射係数を乗じて反射波伝搬利得を計算することができる．

4.4 大地反射の2波モデル

図3のように，平面大地から高さhtおよびhrの位置に，

水平距離dの間隔で送信点と受信点を配する．このとき，

受信点には直接波と大地反射波の2波が到来し，互いに干

渉を生じる．前項で述べたように，距離がある程度離れる

と反射係数は–1に収束するので，受信電圧利得GEは

受信電力利得Gは

で表される．ただし，∆lは行路長差で，

k= 2π—
λは波数である．図4には受信電力利得の距離特性を示

す．∆l > λ—
2 となる範囲では，直接波と大地反射波が干渉し

てフェージングを発生しており，その平均値は

となる．これに対して，dが大きくなり∆l< λ—
2 の領域に入る

と，直接波と大地反射波の行路長差は単調に0に近づくた

め，両者が互いに打ち消しあって急激に減衰する．∆l≪1の

領域では，

となるため，

すなわちGの傾きが自由空間伝搬のd–2からd–4へと急激に

変化し，減衰が加速される．式（16）と（18）の交点である

をブレークポイントという．

4.5 回折

第1フレネルゾーンが遮蔽されても，すべての電力が遮

蔽されるわけではなく，ホイヘンスの原理にしたがって遮

蔽物の端部により回折が生じて一部の電力が到来する．

もっとも単純な回折モデルとして，図5に示すナイフ

エッジ回折がある．回折損失Ldは遮蔽の度合いを表す回折

パラメータvを引数とするフレネル積分で表される2）．な

お，vはフレネルゾーンの定義式（4）にRn=hを代入して求

めたフレネルゾーン番号nとの間に，
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図5 ナイフエッジ回折モデル
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図4 大地反射の波モデルによる受信電力利得の距離特性

（周波数2.0 GHz，送信アンテナ高5.0 m，受信アンテナ高1.65 m）
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図3 大地反射の波モデル



の関係があるため，Ldをnの関数として図6のように求め

ることができる．

n=0のとき，ちょうど見通しの半分が遮蔽されるので，損

失は6dBとなる．また，第1フレネルゾーンを遮蔽すると，

損失は約16 dBとなる．nの定義から明らかなように，同

じhの値であっても周波数が高くなるほどnの値が大きく

なるので，回折損失が増加する．高い周波数ほど影領域で

の減衰が大きくなる根拠はここにある．

4.6 伝搬媒質の影響

特に遠距離の伝搬においては，媒質は真空と等価である

とみなすことができず，屈折，反射，減衰などの影響が現

れる．本稿ではページ数の都合で詳細は省くが，次々回以

降の個別の環境の中で説明がなされる予定である．

（1）屈折・反射

大気圧は高度が上がるほど低くなることから，大気の誘

電率は高度が上がるほど小さくなり真空に近づく．このた

め，長距離の陸上伝搬においては，大気による電波の屈折

が観測される．地形や地平線による見通しの遮蔽や回折な

どを考慮する場合には，屈折の影響を等価地球半径の変化

に置き換える手法が用いられ，通常大気下では実際の半径

の4/3倍である8,500 kmが用いられる3）4）．

また大気圏のさらに上には，気体分子が電離してプラズ

マ状態で存在する電離層があり，電子密度と周波数との関

係で，特に短波以下の周波数では屈折や反射が生じる．

（2）減衰

損失媒質中では，電波は指数関数的に減衰する．

大気による減衰は準ミリ波以上の周波数で無視できなくな

り，主として水蒸気と酸素による吸収が顕著である5）．酸素

による吸収は60GHz近辺に，水蒸気による吸収は22GHz近

辺にそれぞれピークがあるが，全般的に周波数が高くなる

につれて増加する傾向にある．

降雨減衰は雨滴による散乱・吸収が原因で発生し，特に

10GHz以上の周波数で顕著となる．損失は降水量が大きい

ほど増加するが，単純な比例関係にはなく，周波数および

偏波によってその関係は異なる6）．

５．伝送路としての電波伝搬

前節では基本的な伝搬メカニズムを説明したが，実伝搬環

境で位置の関数として電力を測定すると，大きく三つの異な

るスケールで変動が生じていることがわかる．一番スケール

の大きな変動は，送受信点間の距離によるもので，距離減衰

と呼ばれているものである．よりミクロな変動は建物サイズ

のスケールで生じており，周囲の建物による遮蔽状況の変動

が原因と考えられるのでシャドウイングと呼ばれている．一

番微細な変動は多重波の干渉によって生じるもので，波長

オーダの位置変化に対して，時には20dBを超える大きな包

絡線変動を生じ，マルチパスフェージングと呼ばれる．通常

のシステム設計においては，距離減衰やシャドウイングはマ

クロなパラメータとして置局設計などに使用するのに対し，

速い変動であるマルチパスフェージングは伝送方式の設計の

際に考慮することが多い．

5.1 距離減衰

距離減衰の推定式は環境に大きく依存するため，本稿で

は考え方を紹介するに留め，詳細は本連載の次々回以降に

譲る．

前節で説明したように，大地反射の波モデルにおいては，

ブレークポイントより手前で距離の2乗，ブレークポイント

より先で距離の4乗に比例した距離減衰特性が得られてい

る．同様に，一般の環境における距離減衰も，通常は距離

のべき乗で表されることが多い．例えば，従来より非常に

よく用いられる奥村－秦モデルは，伝搬損失に関する膨大

な実験結果から抽出した実験式であり，市街地における伝

搬損失Lpが伝搬距離の3－3.5乗で減衰するとされている
8）．

この指数は自由空間よりも大きな値であり，伝搬路中の障

害物による減衰の効果を表している．

5.2 シャドウイング

シャドウイングは，周囲の建物分布の変化によって

フェージング変動の平均値が数mのオーダで変化する現象

を指している．実験より対数正規分布

に従うことが知られている．なお，rdBはシャドウイングを

受けた受信信号の強度，σdBはシャドウイングの標準偏差，

µdBは距離減衰であり，すべてデシベル単位で表される．

σdBの値は環境によって大きく異なるが，市街地で5～8dB
9），

屋内で8～17 dB程度10）とされる．
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5.3 マルチパスフェージング

特に散乱物が多数存在するような環境においてはさまざ

まな経路を伝搬した多数の素波が到来し，これらがアンテ

ナで合成されて受信機に入力する．到来波の位相関係に

よってレベルが大きく変動し，この現象をマルチパス

フェージングと呼んでいる．

（1）レイリー分布

見通し波のような卓越した到来波が存在しない場合，受

信信号の複素包絡線は中心極限定理より平均ゼロの複素ガ

ウス分布に従う．このとき，振幅rはレイリー分布

に従う．ただしσ2は平均受信電力である．
また累積確率分布，すなわちレベルがR以下である確率

P(R)は次のようになる．

これを次に述べる仲上－ライス分布とともに図7に示す．

10 dBのレベル変化に対して累積確率が1桁変化するのがレ

イリー分布の特徴である．

（2）仲上－ライス分布

多重波環境中に，見通し波のような卓越した到来波1波が

加わっている場合，受信信号の複素包絡線は，中心極限定

理より，平均がこの卓越した到来波の複素振幅となるよう

な複素ガウス分布に従う．このとき，振幅は次の確率密度

関数で与えられる仲上－ライス分布に従う．

ただし，σ2は多重波成分の平均電力，vは直接波の振幅，

I0(x)は0次の第一種変形ベッセル関数である．直接波と散

乱波の電力比

をライス係数と呼ぶ．なお，仲上－ライス分布の累積確率

分布は解析的な形で表示できない．

図7にはレイリー分布とともに仲上－ライス分布の累積

確率分布を示す．ライス係数が大きくなるほど傾きが急に

なる，すなわちフェージングによる急激な落ち込みの発生

頻度が減少する．見通し外通信においては，多くの場合レ

ベル変動の落ち込みの最悪値を想定しレイリー分布を方式

設計に使用するが，見通し内通信であれば仲上－ライス分

布を想定することで，信号の短時間のダイナミックレンジ

を小さく想定した設計が可能である．

5.4 広帯域伝送と遅延広がり

前節では，伝搬路の遅延時間を考慮しない，いわゆる狭

帯域伝送路について考察した．実際の伝搬路では，経路ご

とにその行路長が異なるため，伝送路のインパルス応答は

遅延広がりを有する．インパルス応答の2乗集合平均値は

遅延電力スペクトル（あるいは電力遅延プロファイル）と呼

ばれる．このような遅延特性を表すパラメータとしては，

遅延電力スペクトルの遅延時間に対する標準偏差を表す

RMS遅延スプレッドτsや一定の閾値で定義した最大遅延ス

プレッド τmaxなどがある．シングルキャリヤ伝送では，遅

延広がりは符号間干渉の原因となり，等化器を必要とする．

遅延広がりを前提とした伝送方式の代表例がCDMAと

OFDMである．CDMAでは，拡散符号の自己相関特性を

用いて遅延成分を分離・合成することでダイバーシティ利

得を得ている．OFDMでは，狭帯域キャリヤを周波数領域

で並列することでシンボル長を長くし，それでも無視でき

ない遅延成分をガードインターバルで除去している．

遅延広がりが大きくなると，フェージングによる信号電

力の変動は小さくなる．これは，伝送帯域内でのフェージ

ングの周波数特性が平均化されるためである．詳細な議論

は文献11）12）に譲る．

5.5 高速伝送とドップラー変動

フェージングの時間的変動の原因には，端末の移動と散

乱体の移動の二つがある．移動通信においては前者の影響

が支配的である一方，固定通信では後者の影響が支配的で

ある．端末が移動する場合のチャネル変動の速さは最大

ドップラー周波数

で表される．vは，端末の移動速度である．個々の多重波

は，それぞれの伝搬方向と移動方向の内積に比例したドッ

プラー変動を受けるため，キャリヤ位相は単純なドップ

ラーシフトを受けるのではなく，キャリヤがランダムな周

波数変調をうけて，スペクトルが広がった状態（ランダム

FM）となる．このスペクトルの2乗集合平均値はドップ

ラー電力スペクトルという．
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変復調の観点からは，復調に関する時定数Tが fdに対して

無視できないほど大きい場合には，伝送路の時間的変動を

考慮してキャリヤ位相に追従した受信方式が必要となる．

5.6 WSSUSチャネルモデル

広帯域で動的なフェージング伝送路を，遅延電力スペク

トルおよびドップラー電力スペクトルに基づいた定常複素

ガウス過程でモデル化したものが広義定常無相関散乱モデ

ル（WSSUSモデル）であり13），ランダムな伝送路モデル構

築の理論的な枠組みとなっている．

遅延時間 τとキャリヤ周波数 f，ドップラー周波数 fdと時

刻 tはそれぞれフーリエ変換対をなしており，それぞれよ

く似た確率的性質を有しているので，ここでは遅延時間と

キャリヤ周波数を例に説明する．

伝送路の伝達関数の周波数特性を広義定常の確率過程で

表現できると仮定する（WSS仮定）．この確率過程には，

レイリーフェージングを想定した平均ゼロの複素ガウス過

程を用いることが一般的である．このとき，標本過程の

フーリエ変換は遅延インパルス応答となる．遅延インパル

ス応答の各遅延時間における値は，ある電磁波の散乱プロ

セスを表していると考えられる．すなわち，異なる遅延時

間における実現値は異なる散乱プロセスに対応し，これら

は互いに無相関であると考えられる（US仮定）．

これらの確率過程の自己相関関数のフーリエ変換は，

ウィナー・ヒンチンの関係式により，それぞれ遅延電力ス

ペクトルおよびドップラー電力スペクトルに一致し，これ

らは遅延インパルス応答およびドップラーインパルス応答

の2乗集合平均となる．

そこで，平均がゼロ・分散が遅延電力スペクトルに一致

するよう無相関の複素ガウス乱数を発生させて遅延インパ

ルス応答を生成し，これをフーリエ変換することで広義定

常の周波数伝達関数を発生することが可能となる（モンテ

カルロシミュレーション）．

同様の議論が，伝送路の時刻特性とドップラーインパル

ス応答にも適用できる．そこで両者を組合せて，広帯域の

動的な伝送路モデル構築に用いることができる．

６．むすび

電波伝搬の基礎に関して，電磁波，伝送路の観点から説

明した．より深い議論については，本連載の次回以降の記

事のほか，ハンドブック14），教科書15）～19）を参照されたい．

また国連機関の一つである国際電気通信連合（International

Telecommunication Union）の無線通信部門（Radiocommu

nication Sector）が発行している勧告（Recommendation）

は世界各国から集まった実務者・行政官により編纂されて

おり，随時更新されている．特にP（Radiowave propagation）

シリーズは，さまざまな環境における電波伝搬特性を取り

扱っており，実用的価値が高い．2010年からは，ITUの

Webサイト20）より無料でダウンロードできる．

なお，本稿は文献21）（©2004 IEICE）を大幅に加筆訂正

したものである． （2015年10月30日受付）
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１．まえがき

「雑音」という言葉には「音」という単語が含まれている＊1．

しかしながらこれに「電波」という言葉が上に重なると，多

くの場合，音として聞こえるものではなくなってしまう．そ

ればかりか，この「電波雑音」は人間の目にも見えないため，

その実体を想像しにくい．

そもそも「電波」という用語は，我が国の電波法1）第2条

において「「電波」とは，300万メガヘルツ以下の周波数の電

磁波をいう．」と定義されている．本来であれば「電磁波雑

音」という言葉を使いたいところであるが，Googleによれ

ば，「電磁波雑音」の検索件数が約1,030件なのに対し，「電

波雑音」は約13,600件であるので，少なくとも本稿のタイ

トルについては，善（？）等しければ衆に従うことにする．

さて，一口に電波雑音と言っても，能々調べるとその発

生原因はさまざまであり，またそれらを測定する方法につ

いても周波数や強度などによって異なる．さらに「雑音」と

「信号」とは何を持って区別するのか，電磁環境と電磁両立

性とは何か，といった疑問もある．本稿では，それらにつ

いて概説する．

２．電波雑音の種類

2.1 自然雑音

電波雑音を大きく2種類に分けると，自然雑音と人工雑

音がある．自然雑音は自然現象によって発生する電磁雑音

であり，主に次のようなものがある2）3）．

（1）雷（空電）

雲間空電，対地空電（落雷）によって電磁雑音が発生する．

周波数帯域はLF（長波）からUHF（極超短波）に及ぶ．遠距

離伝搬では，電離層の影響を受けほとんどHF（短波帯）の

みとなる．

（2）静電気放電（ESD＊2）

帯電した物体（人体を含む）同士が接近することにより強

電界が作られ，空気の絶縁破壊が起こり放電が発生する．

この放電によってSHF（サブミリ波）にまで及ぶ電磁界が発

生する．主に帯電が起こりやすい冬季に発生しやすい．

（3）宇宙からの電磁雑音

この雑音は幾つかに分類できる．まず太陽の黒点活動に

伴う電波雑音，また太陽そのものから放射される電波雑音，

さらに銀河系からの電波雑音である．太陽黒点活動に伴う

地球の電離層電子密度の増大による通信障害や，放送衛星

における，太陽輻射の電波雑音による通信回線の雑音レベ

ルの上昇などの現象が問題となっている．また銀河系内外

に存在する中性子星や超新星爆発などに伴う電磁波も微弱

ながら地球に到来する．

（4）熱雑音

抵抗体内の自由電子の不規則な熱振動によって生ずる雑

音であり，回路の動作限界を決定する要素の一つである．

回路における入力等価雑音電力Niは次式で与えられる．

Ni= kT∆ƒ （1）

ただしkはボルツマン定数［J/K］，Tは回路の絶対温度

［K］，∆ƒは雑音（信号）の帯域幅［Hz］である．この雑音は

絶対温度に比例しているので，雑音レベルを低減させるに

は，回路（抵抗体）を冷却すればよい．微弱な電波を扱う電

波望遠鏡の増幅器などでは，液体窒素で回路を冷却するこ

とがある．

2.2 人工雑音

われわれの身の回りにある電気・電子・通信機器，機械

およびシステム，すなわち電気によって動作するものすべ

てが，レベルの大小はあれども電波（電磁）雑音が発生して

いる．これらはすべて，人工雑音の発生源である．代表的

な人工雑音の発生源を表1に記す．

2.3 ITU-R勧告における周囲雑音

ITU-R＊3では，電波雑音に関する勧告　ITU-R P.3724）が

発行されており，第1版が発行された1951年より計12回の
†国立研究開発法人情報通信研究機構 電磁波計測研究所

"Radiowave Propagation Channel (2); Radio Noise (Electromagnetic

noise)" by Shinobu Ishigami (National Institute of Information and

Communications Technology, Tokyo)

＊1 英語の“noise”ももともとは「音」に対し用いられた言葉である．ご承

知のように，電磁波が発見されてまだ100年ちょっとしか経過してい

ないので…．

＊2 ESD: Electrostatic Discharge．

＊3 ITU-R: International Telecommunication Union Radiocommunications

Sector．国際電気通信連合無線通信部門．
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改訂が行われている．同勧告では，0.1 Hzから100 GHzま

での，自然雑音および人工雑音のambientな電磁雑音（周

囲雑音）について，さまざまな環境や地域においてそのレ

ベルを観測し，統計処理を行った結果をまとめたグラフが

掲載されている．図1に同勧告における10 kHz～100MHz

までの雑音レベル，図2に100MHz～100 GHzまでの雑音

レベルをそれぞれ示す．ただし同図において，縦軸は雑音

指数で表現されており，定義は次式の通りである．

Fa=Pn – B – 10 log (kT0)=Pn – B – 204 [dB] （2）

ただしPnは等価無損失アンテナによって測定される雑音

電力［dBW］，T0は基準温度（290［K］），Bは受信システム

の雑音電力帯域幅［dB（Hz）］である．受信アンテナとして

垂直モノポールアンテナを使用したとき，この雑音指数を

電界強度Enに換算する式は次のようになる．

En=Fa + 20 log ƒMHz + B – 95.5 [dBµV/m] （3）

ただしƒMHzは雑音の中心周波数［MHz］である．

図1において，Aは1時間ごとの中央値で時間率0.5%を

超える大気雑音（自然雑音），Bは時間率99.5%を超える大

気雑音，Cは静かな環境における人工雑音，Dは銀河雑音

（宇宙からの雑音），Eは都市部の人工雑音である．また，

図2のAは都市部の人工雑音，Bは銀河雑音，Cは銀河中

心へ極めて鋭い指向性の受信アンテナを向けたときの銀河

雑音，Dは静穏太陽，Eは大気の雑音（図中の角度は仰角），

Fは黒体輻射（宇宙背景放射：2.7K）である．

また，同勧告における周波数300 kHz～250 MHzの人工

雑音レベルを示したグラフを図3に示す．なお本測定は

1970年代に米国で測定されたデータである．

同図において，Aは都市部，Bは住宅地，Cは郊外，Dは

静かな郊外，Eは銀河雑音のそれぞれのレベル中央値の周波

数特性を示している．予想通り，都市部の電波雑音が一番

大きく，住宅地，郊外と人口の減る方向に進むにつれ雑音

レベルが小さくなっていることがわかる．縦軸の雑音指数

について，式（3）を用いて電界強度に換算を試みると，仮に

雑音の帯域幅Bが約10kHz，雑音の中心周波数が10MHzで

あったとき，雑音指数より35.5 dB減じた値が電界強度と

なる．例として，同図のAでは10 kHzで約12.5 dBµV/m

となる．なお，このデータが取得されてからすでに40年以

上が経過しており，その間の電子技術の進歩に伴うディジ

タル通信，インバータ雑音など広帯域の人工雑音が増え続

けており，現在はこれらの値よりも全周波数帯域に亘り雑

音レベルは上回っていることが予想される．

３．電磁環境とは

3.1 EMC

電波雑音が，他の電気・電子機器や通信・放送に対し影

響を及ぼさないのであれば，何ら問題になるものではない

し，そもそも「雑音」とは呼ばれないであろう．しかしなが

ら現実の人間社会では，自然雑音でさえも人間が作り上げ

た機器や通信システムに影響を及ぼしうる．

さて，英語圏ではこの問題を表現する用語として，EMC

（ElectroMagnetic Compatibility）という述語が用いられる．

日本語では「電磁両立性」という訳語に相当する．この電磁

両立性の定義であるが，「周り（電子機器，無線通信など）

に迷惑を掛けない（電磁妨害を与えない），周りから迷惑を
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電力線

輸送

工業

医用電子

機器

放送・通信

電子機器

核パルス

架空線

コロナ放電

火花放電

自動車

航空機

電車

高周波利用設備

放電加工機

電動機

インバータ制御

加温機器

電気メス

MRI

放送通信機器

不要輻射

スペクトラム拡散

ディジタル回路

インピーダンス

不整合

コモンモード雑音

NEMP＊4/HEMP＊5

送電線からの低周波電磁誘導による雑音．

送電線に誘導した電磁雑音等の伝導お

よび再放射．

導体および碍子沿面のコロナ放電によ

る雑音．

不良碍子等による火花放電の雑音．

内燃機関のスパークプラグからの雑音．

電気自動車やハイブリッド車における

インバータ雑音．

内燃機関による雑音．

架線とパンタグラフとの摺動による雑音．

離線時のコロナ放電．IGBT＊1やGTO＊2

などのVVVF＊3インバータ制御装置の雑音．

高周波加熱装置（IHクッキングヒータ，

電子レンジなど）からの雑音．

アーク溶接機，高周波ウェルダなどのか

らの放電雑音．

整流子電動機の摺動接点からの雑音．交

流サーボ制御用波形に起因する雑音．

サイリスタ等を用いたパルス変調によ

る電源等の制御装置から発する雑音．

ハイパーサーミアなど加温治療機器か

らのISM帯の雑音．

高周波大電流による雑音．

数テスラの強磁界強度．

ラジオ・テレビなどの放送，各種通信，

携帯電話，レーダなど，その信号を必要

としない機器にとっては雑音となる．特

に近年の放送・通信のデジタル放送・通

信は通信帯域が広く，したがって雑音の

帯域も広い．

送信機などが完全に動作していないた

めに生じる，高調波，過変調，寄生振動

などの不要な輻射．

通信方式の他，コンピュータのクロック

などにも利用されているが，他の機器に

は雑音．

クロック波形は矩形のため，スペクトル

の広い雑音が放射される．近年は家電に

もコンピュータが組込まれており，雑音

源となっている．

回路内の多重反射を引き起こし定在波

による雑音を引き起こす．

通信路の不平衡などにより，コモンモー

ド雑音を引き起こす．

高高度または地表の核爆発による強力

で広帯域な電磁パルス．

＊1 Insulated Gate Bipolar Transistor.
＊2 Gate Turn Off Thyristor.
＊3 Variable Voltage Variable Frequency. 可変周波数可変電圧制御．
＊4 Nuclear Electromagnetic Pulse. 核電磁界パルス．
＊5 High-altitude Electromagnetic Pulse. 高高度電磁パルス．

表1 人工雑音の例



蒙らない（電磁干渉を受けない）」ということがうまくいっ

ている場合，「電磁両立性」が確保されているということに

なる．そういう意味では，「電磁両立性」というのは，人類

が発展させてきた文明における自然とのコンフリクト，あ
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図1 ITU-R勧告P372における雑音レベル（10 kHz～100 MHz）

図2 ITU-R勧告P372における雑音レベル（100 MHz～100 GHz）



るいは人類自身が作り出した技術の自己矛盾ともいえる．

図45）は，電磁波の人体への影響も含めた電磁両立性を概

念図にしたものである．一方，しばしばEMCを「電磁環境」

という言葉で表現していることもある．これは「電磁両立

性を達成すべき環境」と考えてよいであろう．またEMCを

「環境電磁工学」という日本語として使用している場合は，

「電磁両立性を達成するために必要な学問的アプローチ」と

いう意味になる．我が国では，「電磁両立性」，「電磁環境」

および「環境電磁工学」，この三つをしばしば区別せず，

“EMC”という単語で表現してしまうことがあるので，多

少の注意が必要である．

3.2 電磁雑音の発生

例えば，ある電子機器から発生する電磁雑音が，他の機

器に妨害を与える可能性がある場合，その雑音は電磁妨害

波と呼ばれる．図5は電磁雑音の発生と分類を説明するた

め，例として，一般家屋とその周囲の電磁雑音の様子を示
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図3 ITU-R勧告P372における人工雑音レベル（300 kHz～250 MHz）
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図4 電磁両立性の概念図5）



したものである．電子機器への電磁妨害波は主に2種類に

分けられる．一つは伝導妨害波であり，例えば，同図のパ

ワーコンディショナが電磁雑音源であったとき，太陽電池

パネルからのDC電力を受けるための配線，あるいは電力

計・分電盤を介し家屋内のAC電源線を経由して，伝導妨

害波が伝搬する．またLED照明やパソコンなど，電気・電

子機器から直接空間に電磁波が放射され，他の機器に妨害

を与えるものを放射妨害波と呼ぶ．

逆に他の電気・電子機器または通信機器が，これら伝

導・放射の各妨害波を受けるとき，その妨害波に耐えて誤

動作を起こさない能力を電磁耐性（イミュニティ）という．

なお，ここでは伝導妨害波と放射妨害波は分けて説明し

たが，実際には伝導妨害波を伝搬している電源線等から放

射が起こるため，測定においてこれらを厳密に区別するこ

とは困難である．

3.3 電磁雑音の帯域と波形

電磁雑音には，周波数スペクトルの広さによって，狭帯

域雑音と広帯域雑音とに分類できる．狭帯域雑音は，その

多くが，割当てられた周波数で行う無線通信の電磁波が，

場合によって電気電子機器に対し雑音となってしまう場合

である．一方広帯域雑音は，静電気放電などの放電現象，

インバータからの雑音などの他，近年特に普及が目覚まし

いデジタル放送・通信などからの電磁波が挙げられる．広

帯域雑音は，放電などの場合，図6のようにインパルス性

の波形である．また地上デジタル放送や携帯電話などディ

ジタル通信の場合，バースト状の波形となっている．

熱雑音のように振幅がランダムで発生し，その確率分布

が正規分布に従うようなものをガウス性雑音という．それ

に対し，通常の電磁雑音は，発生過程において確率分布が

正規分布に従わないインパルス性雑音や，もともと意味の

ある通信信号として用いられているものが，他者にとって

雑音となっているものが少なからず存在するので，必ずし

もガウス性雑音とは限らない．しかしながら，非ガウス性

の雑音であっても，それらが多数集まることで全体として

は正規分布に近づく（中心極限定理）ものと考えられるので，

あらゆる雑音が集合して形成されている図1や図2のよう

な周囲雑音の場合には，その雑音は概ねガウス性とみなす

ことができる．

４．電波雑音の測定方法

4.1 電磁波の測定

空間を伝搬している電磁波を測定するには，それが電波

雑音であろうが無線通信であろうが，基本的には図7のよ

うに，電磁界センサ（またはアンテナ）によって電磁波を検

出，電気信号に変換された信号を測定装置（受信機）で受信

する方法が一般的である．極めて弱い無線通信のスプリア

スや，宇宙から到来する微弱な電磁波を測定する場合には，

同図におけるセンサ部として，パラボラアンテナなどの極

めて利得の高いアンテナを使用することが多い．またラン

ダムな雑音と，極めて微弱であるが意味のある信号とを分
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離するために，同じ到来方向からの電磁波をある一定時間

測定し，それらについて積算し相関を求めるなどの信号処

理を行う部分がプロセッサ部である．

測定装置については，電磁波の周波数スペクトルを調べ

たい場合はスペクトラムアナライザ，時間波形を観測した

い場合には，オシロスコープが使用されることが一般的で

ある．また電磁界センサまたはアンテナについては，電磁

界の強度および周波数によって使い分けられる．測定装置

およびアンテナの具体例については，次節で述べる．

4.2 EMC測定法

各種の電子・電気機器等から発生する妨害波の許容値お

よび測定法を定めたEMC国際規格は，IEC＊4の特別委員

会であるCISPR＊5において策定されている．CISPRは，

表2の通り6の小委員会から構成されている．

同表からもわかるとおり，A小委員会とH小委員会を除

き，妨害電磁雑音を発生させる機器の種類ごとに小委員会

が構成されている．したがって，機器の種類によって妨害

波測定方法に多少の違いはあるが，基本的な測定法はA小

委員会で作成する規格（CISPR 16シリーズ）で規定され，

放射妨害波の場合，概ね図8のような配置および設備で行

われる．

電気電子機器からの放射妨害波測定は，通常床面が金属の

電波半無響室にて行われる．供試装置（放射妨害波の発生源）

は，高さ80cmの非金属（木製または発泡スチロールなど）の

台に載せられ，測定の間，回転台によって360ﾟ回転させら

れる．測定アンテナは，周波数ごとに1mから4mまで高さ

を掃引し，妨害波の最大値を記録する．また水平偏波およ

び垂直偏波の双方で測定を行う．測定用受信機は，スペク

トラムアナライザ7）も使用可能であるが，通常はEMIレ

シーバと呼ばれる，妨害波測定用に特化した受信機が用い

られる．

またアンテナについては，周波数によって使い分けられる．

30MHz未満は，通常は伝導妨害波測定のみが行われるが，

放射妨害波測定を行う場合は，通常直径60cm程度のループ

アンテナを用いる．30MHzから200MHzないし300MHzま

ででは，バイコニカルアンテナ（図9上）というアンテナが

用いられる．200 MHzないし300 MHzから1 GHzまでは，

対数周期ダイポールアレイアンテナ（LPDA）が使用される

（図9中）．1 GHz以上では，通常ダブルリッジドウェーブ

ガイドホーンアンテナ（DRGH）というアンテナ（図9下）が

使用される．これらはいずれも広帯域アンテナである．

一方，伝導妨害波測定に際しては，アンテナの代わりに，

電源線の伝導妨害波測定には擬似電源回路網（AMN:

Artificial Mains Network），通信線の伝導妨害波測定にはイ

ンピーダンス安定化回路網（ISN: Impedance Stabilization

networks）が使用される9）．いずれの回路網も，電源線あ

るいは通信線を伝搬している伝導妨害波を分離し，測定す

るものである．図10に，電源線の伝導妨害波測定の方法

の一例を示す．
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測定用受信機 アンテナ

3mまたは10m

電波半無響室
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図8 放射妨害波測定方法

＊4 IEC: International Electrotechnical Commission:国際電気標準会議．

＊5 CISPR: Comité International Spécial des Perturbations Radio

électrique．国際無線障害特別委員会．

A小委員会

B小委員会

D小委員会

F小委員会

H小委員会

I小委員会

無線妨害波測定および統計的手法

工業，科学および医療用高周波装置（ISM装置）からの妨害

ならびに電力線，高電圧および電気鉄道からの妨害

自動車および内燃機関に関する妨害および車載受信機の保護

モータおよび接点装置を内蔵している機器，照明装置および

類似のものからの妨害並びにイミュニティ

無線通信保護のための妨害波許容値

マルチメディア機器等の妨害およびイミュニティ

表2 CISPRの小委員会と担務

バイコニカルアンテナ

LPDA

DRGH

図9 市販の放射妨害波測定用アンテナの例



５．電磁環境の分類

IEC TC77（電磁両立性技術委員会）では，電磁環境の分

類に関する技術報告書＊6としてIEC/TR 61000-2-510）を作

成している．本技術報告書によると，妨害を受ける電気・

電子機器あるいは通信機器に対し，電磁妨害波が侵入する

ポートが存在するという概念を導入している．図11はそ

の概念図である．それによると，機器は大別して5個の

ポートを持っており，Enclosure portはきょう体からの放

射妨害波の侵入，AC power portはAC電源線からの伝導

妨害波，DC power portは直流電源からの伝導妨害波，

Signal/Control Portは通信制御線からの伝導妨害波，

Earth portは接地線からの伝導妨害波をそれぞれ表してい

る．すなわちこれら5つのポートからの妨害波に対し，機

器は仕様で定められた電磁耐性を持たなければならないと

いうことである．

また同技術報告書では，妨害を与えうる電磁波の種類や

レベルの大きさの程度が地域ごとに異なることを考慮し，

Location type（地域タイプ）として，以下の3種類に大別し，

実際の電磁環境は，これら三つの組合せと考えている．ま

たこれらの地域に存在するであろう機器，装置，システム

の例についても記述している．

（1）Residential（住宅地域）

（2）Commercial/Public（商業/公共地域）：オフィスビル，

宗教施設，駐車場，駅など

（3）Industrial（工業地域）

さらに，電磁妨害の種類として，表3のような分類がな

されている．

６．むすび

本稿では，電磁/電波雑音について，その概念，および

「電磁環境」の考え方，発生原因による分類，測定方法，

IEC, CISPR, ITU-Rなどの国際規格や勧告などについて概

説した．非常に雑駁な話で恐縮だが，読者に対し多少なり

とも知識の助けになっているならば，幸甚の至りである．

（2015年12月27日受付）
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図10 伝導妨害波測定方法の一例
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両立性諮問委員会），TC77（電磁両立性技術委員会）
WG13，CISPR（国際無線障害特別委員会）A分科会各
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低周波伝導性妨害

　－　高調波

　－　電圧振幅変動，電圧ディップ，短時間停電

　－　コモンモード電圧

　－　搬送信号電圧

　－　低周波誘導電圧

低周波放射性妨害

　－　磁界

　－　電界

高周波伝導性妨害

　－　伝導性連続波（PLT）

　－　誘導された伝導性連続波

　－　単方向性過渡妨害

　－　振動性過渡妨害

高周波放射性妨害

　－　放射性連続波

　－　放射性変調波（携帯電話，携帯電話基地局，医療用テレメータ，免

許不要無線局，ページャ，RFID，アマチュア無線，CBほか）

　－　放射性パルス波

静電気放電（ESD）

表3 電磁妨害の分類（一部を抜粋）

＊6 TR: Technical Report．強制力のある国際規格（IS: International

Standard）ではないが，他の基本規格，製品群規格等を作成する際の

参考になるもの．
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１．まえがき

中波（ Middle Frequency: MF）帯 ， 短 波（ High

Frequency: HF）帯は，3THz以下の周波数の電磁波と定義

される電波1）の中では比較的低い周波数の帯域である．

MFは，300 kHzから3 MHzまでの周波数（波長にすると

100 mから1,000 m）の電波とされ，電波の伝搬状態が比較

的安定していて遠距離まで届くため，主にAMラジオ放送

や船舶・航空通信用として利用されている．またHFは，3

MHzから30MHzまでの周波数（10mから100mの波長）の

電波で，地表と電離層の繰り返し反射により地球の裏側ま

で長距離の通信ができるので，遠洋船舶や国際線航空機の

通信，国際ラジオ放送，アマチュア無線などに広く利用さ

れている2）．

このように，電波の利用は，それぞれの周波数帯での電

波伝搬特性と密接な関わりがあり，それらの特性を知るこ

とは重要である．本稿では，MF帯とHF帯の電波伝搬につ

いて，その特徴を解説する．

２．電波の伝搬モード

伝搬媒質や経路による電波の伝わり方により，電波の伝

搬モードを次のように分類することができる3）．

直接波は，送信アンテナから放射された電波が受信アン

テナに直接伝搬する伝搬モードである．反射波は，送信ア

ンテナからの電波が大地から幾何光学的に反射して受信ア

ンテナに到来する電波で，広い意味で解釈すれば構造物か

らの反射電波も含められる．地表波は，大地あるいは海面

などの表面に沿って伝搬する電波で，MFの伝搬はこれに

該当する．これら三つは，大地や海面，地物に影響される

伝搬モードで，放送や移動通信などの伝搬に対応し，総称

して地上波（Ground Wave）と呼ばれる．

空間波（Sky Wave）は，送信アンテナから放射された電

波のうち，高角放射成分が上空の電離層により反射して再

び下降してくる電波である．4章で詳しく説明するとおり，

電離層の高さや電子密度などの条件によって伝搬の状況が

支配されるため，電離層波とも呼ばれる．電離層での電波

の反射により見通し外の遠距離まで伝搬できるので，MF

およびHFでは重要な伝搬モードとなる．

以上の伝搬モードを，図1に示す．

３．地上波の伝搬

3.1 均質媒質上の電波伝搬

まず，図2に示すような平面大地上の伝搬を考える．自

由空間に置かれた微小ダイポールからの距離d離れた場所

における放射電界強度Eは，送信高ht，受信高hr≪dの条

件のもとで近似的に，

で与えられる4）～8）．

ここで，Rは大地の反射係数，E0は自由空間電界強度であ

り，Wを送信電力，λを電波の波長，dを送受信点間の距

離，r1，r2を直接波と反射波の伝搬距離とすれば，

E E Re R F p ejk d jk d= + + −− −
0 1 1 10 0∆ ∆( ) ( ) ( )

（伝搬モード） 地上波 直接波

  反射波

  地表波

 空間波

†国士舘大学 理工学部

"Radiowave Propagation Channel (3); Radiowave Propagation in the MF

and HF Band" by Takao Kuki (School of Science and Engineering,

Kokushikan University, Tokyo)

図1 電波伝搬モード3）

講座：電波伝搬〔第3回〕

正会員九 鬼 孝 夫†
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である．F（p）はdの増加とともに減衰するので減衰関数と

呼ばれ，またpはdに比例するので数値距離といい，大地

の比誘電率 εsや大地の導電率σといった大地の電気特性に
大きく影響を受ける値である．

3.2 MF帯HF帯の地上波伝搬

式（1）に示す放射電界強度において，最初の2項は直接

波と反射波に相当し，第3項は大地の存在によるじょう乱

電界によるもので，表面波の伝搬モードに相当する．MF

帯やHF帯の電波では，波長が比較的長くht=hr=0とみな

せるので，r1= r2= dかつR =－1となる．このため，式（1）

の最初の2項は打ち消し合い第3項のみが残り，

となる．これより，大地に沿って伝搬する表面波は，大

地の電気特性の影響を大きく受けることがわかる．した

がって，MF帯HF帯の電波伝搬特性を把握するためには，

大地の電気特性を知る必要がある．図3（106ページ参照）

にはいろいろな条件での大地の電気定数の周波数特性9）

を，図4（107ページ参照）には大地の導電率の分布を示す

地図10）を，表1には日本の大地の電気特性の例11）を示す．

さらに，垂直微小モノポールアンテナを完全導体地表面に

おいて1 kWの送信電力を加えたときの，大地の電気特性

がσ = 3×10－3s/m, εs= 22におけるHF帯以下の電界強度

計算例12）を図5（108ページ参照）に，大地のいろいろな電

気特性における周波数1 MHzの電界強度計算例12）を図6

（108ページ参照）に示す．

図3から図6に示すデータはITU-RのRecommendation

から引用したもので，MF帯HF帯電波の電界強度の計算

値は，これらの文献を引用すると容易に求めることができ

る．また，ITU-RのWebサイト13）には地表波の電界強度

を計算するプログラム（GRWAVE）も提供されており，自

由に利用することができる．

４．空間波の伝搬

4.1 電離層

地球の上層大気中には，大気が太陽から放射されるX線

や紫外線を吸収して電離し，自由電子と陽イオンのプラズ

マとなって存在している層がある．これを電離層という．

電離層の電子密度は，時間や場所により大きく異なり，地

上からの高さ60 km付近から電子密度は増大しはじめ，80

～90 km程度で電子密度が急激に増大する．図7に電離層

の電子密度分布の一例を示す3）7）．電離層は，電子密度の

分布状態から，最下層がD層，高さ110 km付近での極大

部分がE層，さらに上層の200～300 km付近をF層と分類

される．
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図2 平面大地上の伝搬の様子

 区　別 導電率σ（s/m） 比誘電率εs

陸上　       　山岳地帯 0.001 15

　　　　       丘陵地帯 0.002 15

　　　　       平野地帯 0.005 15

海上 5 80

表1 日本の大地の電気特性の例

図7 電離層の電子密度分布3）



D層は，昼間だけに存在し，夜間には消失する．図7か

らわかるように電子密度が小さいので，後述するように

MF帯やHF帯の電波は反射されることはなく，減衰を

伴って通過する．またD層には，E層やF層にみられるよ

うな電子密度の極大部分が存在しないことが多く，E層下

部に連続的につながって存在する．

E層は，電子密度がD層より数十倍大きいが，夜間には

昼間に比べて2桁近く減少する．高さ100～110 km付近に

は電子密度の極大が認められ，この値はE層最大電子密度

と呼ばれる．E層最大電子密度は，日周，季節，太陽黒点

周期などにより変化し，さらに地域分布のあることが知ら

れている．

F層は，電子密度がE層より数十から数百倍大きく，HF

帯の電波をよく反射する．また，冬季を除いて昼間にF1と

F2の二つの層に分かれる．F2層にはつねに電子密度の極大

が認められ，この値をF2層最大電子密度と呼ぶ．F層の電

子密度も，時間や季節，太陽黒点周期による変化や地域分

布があるが，その変化や分布はE層に比べて非常に複雑で

ある．

4.2 電離層内の電波伝搬

4.2.1 電離層の屈折率

電離層はプラズマの気体であるので，電波の伝搬媒質と

して屈折率nを定義できる．簡単のため，地球磁場と電離

層内での気体粒子間の衝突を無視できるとすると，

映像情報メディア学会誌 Vol. 70,  No. 3（2016）466 （106）
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図3 大地の電気定数の周波数特性9）



ここで，fは電波の周波数，fpは電離層のプラズマ周波数で

ある．さらに，fpは電離層の電子密度N（個/m3）から求め

ることができ，電気素量 e = 1.609×10－19 C，電子の質量

m =9.109×10－31 kg，真空の誘電率ε0= 8.854×10－12 F/m
として，

で与えられる．これより，ある周波数 fの電波にとっては，

電離層の上層にいく（すなわちNが増加する）ほどnは小さ

くなり，電離層は屈折率の分布をもつことがわかる．

つぎに，図8（109ページ参照）のように電子密度が平面

層状に分布した平面電離層を考える．送信点から送信して，

電離層の下から電波が入射したとする．このとき，入射電

波の入射角をθ0，電離層内での伝搬方向をθとすれば，ス
ネルの法則より，

である．nは電離層の電子密度分布により次第に小さくな

るから，θは次第に大きくなって θ = 90 degを超えると，
入射電波は地上方向に向かうことになる．すなわち，入射

n sin sin ( )θ θ= 0 10

f
N e
mp = 1

2
9

2

0π ε
( )

n
f

f
p= −1 8
2

2
( )
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図4 周波数1MHzにおける日本の大地の導電率（mS/m）10）



映像情報メディア学会誌 Vol. 70,  No. 3（2016）468 （108）

講座：電波伝搬［第3回］

図5 σ = 3×10－3（s/m），εs= 22のときの電界強度計算値12）

図6 1 MHzの電界強度の大地電気特性依存性12）



した電波は電離層で反射されることになる．一方，入射電

波の周波数が高いなどのためにθ = 90 degを超えないとき
には，電波は反射することなく電離層を突き抜けてさらに

上層へ伝搬することになる．

4.2.2 正割法則と跳躍距離

いま，電波を垂直に打ち上げ（θ0 = 0）電離層で反射され
たとすると，式（10）においてθ = 90 degでなければならな
いからn = 0となる．このときの電波の周波数を f⊥とする

と，f⊥は反射した高さの fpとなる．これは，反射の高さよ

り上層では，電子密度がさらに大きくなって f⊥<fpで屈折

率nは虚数となり，周波数 f⊥の電波は伝搬できなくなる，

ということからも理解できる．一方，θ0で斜め入射する周
波数 fの電波が f⊥と同じ高さで反射したとすると，式（8），

式（10）より，

となり，これを整理すると，

が得られる．これを正割法則と呼ぶ．

また，垂直打ち上げで反射する電波の最高周波数を fcと

すると，fcは電離層の最大電子密度Nmaxのプラズマ周波数

となるので，

となる．これを臨界周波数と呼ぶ．f⊥を fcとして式（11）の

正割法則を考慮すれば，任意の入射角θ0で反射される電波
の最高周波数は，fcのsecθ0倍になることがわかる．
つぎに，使用周波数 fを一定として，fcより少し大きい周

波数を考える．図9に示すように，送信点からいろいろな

角度で電波を送信したとすると，垂直打ち上げに近いとき

は電波は電離層を突き抜けることになる．しかし，入射角

θ0を次第に大きくしていくと，正割法則によってある入射
角で電波は反射されるようになり，それより大きい入射角

の電波は常に反射されて地表へ到達する．図9からもわか

るように，送信点からある距離以内には空間波は到達せず，

この距離を跳躍距離，空間波が届かない地帯を不感地帯と

いう．

4.2.3 電離層における減衰

電離層の屈折率を考えるときには気体粒子間の衝突を無

視した．しかし実際には，電波によって電子に与えられた

運動エネルギーが粒子間の衝突によって失われ，これが電

波の減衰につながる．電離層における減衰は，電波が電離

層を突き抜けるときに受ける減衰と，電離層で反射される

ときに受ける減衰の2種類が考えられる．

前者の減衰の減衰量は，電子密度Nにほぼ比例し，周波

数の2乗にほぼ反比例する．さらに電波の経路長にも関係

し，電離層を斜めに通過するほど経路長が長くなって減衰

が大きくなる．

一方，後者の減衰量は，電波が反射する電離層の中へ深

く侵入するほど大きくなる．実験の結果から，使用する周

波数 fとそのときの最高使用可能周波数（4.4節で説明）の比

に関係することが知られている3）．

4.3 MF帯の空間波伝搬

昼間はD層があらわれ，ここを通過するMF帯の電波は

大きな減衰を受ける．したがってD層が存在する昼間には，

MF帯の電離層伝搬は現実的には存在しない．

一方，夜間にはD層が消滅するので電波はE層まで届き，

電離層の伝搬があらわれる．夜間のE層では，前述のとお

り電子密度が昼間に比べて2桁近く減少し，臨界周波数も

1桁程度低くなるので，MF帯の電波は前述の正割法則に

したがってE層で反射し，比較的近距離を除いて空間波と

して伝搬する．

MF帯電波の空間波の電界強度の計算法は，文献14）によ

る方法がある．図表を用いて比較的容易に夜間空間波の電

界強度の30分間中央値を得ることができる．

4.4 HF帯の空間波伝搬

HF帯の電波は，地上波は距離とともに急激に減衰する

ため，空間波による伝搬に限られる．昼間でもD層の減衰

をほとんど受けずに通過することができるため，伝搬に関

f
N e

mc = 1
2

13
2

0π ε
max ( )

f f= ⊥ sec ( )θ0 12

sin ( )θ0

2

2
1 11= = − ⊥n

f

f
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中波帯，短波帯の電波伝搬

図9 入射角の変化による伝搬経路3）

図8 平面電離層と伝搬経路



与する電離層はE層とF層となる．

HF帯の回線では，送受信点が決まると，通信する時刻

に対応したF層の電子密度などの条件により，最高使用可

能周波数（MUF）が決まる．一方，周波数が低くなるとD

層あるいはE層を通過するときの吸収が大きくなり，使用

できる下限の周波数も存在する．これを最低有効周波数

（LUF）と呼ぶ．これより，HF帯回線で利用できる周波数

は，LUFとMUFの間の周波数に限定されることになり，

季節や時刻などに適した周波数を選定することが重要であ

る．図10にはLUFとMUFの時間的変化の傾向を示す3）．

4.5 MF帯HF帯のフェージング 15）

MF帯のフェージングは，主に干渉フェージングで，夜

間に強く現れる．地上波と空間波の電界強度が同程度であ

るような伝搬距離のときには，電離層の上下運動や大気屈

折率の微細な変化によって両波が相互干渉し，比較的早い

時間変化でのフェージングとなる．

HF帯では，一般的な傾向として，周波数が高くなるほ

ど電界変動の範囲が狭くなり変動周期は短くなること，伝

搬距離が長くなるほど電界変動の範囲が狭くなること，な

どが知られている．

５．むすび

MF帯HF帯の電波伝搬について説明した．はじめに，電

波伝搬を地上波と空間波の二つのモードに分類した．つぎ

に，これら二つの伝搬モードについて，MF帯HF帯とい

う周波数帯の観点からそれぞれの特徴を解説した．地上波

の伝搬では，この周波数帯の波長が比較的長いため，大地

に沿って伝搬する表面波が重要な役割を果たす．大地の電

気特性の影響を大きく受ける表面波の伝搬が，MF帯HF

帯の特徴となる．一方，空間波の伝搬では，電離層による

電波の反射が重要な役割を果たす．電離層のプラズマ周波

数はちょうどこの周波数帯となるため，電離層の電子密度

の時間的変化や地域的分布がMF帯HF帯電波伝搬の特徴

に直結している．

MF帯HF帯の電波伝搬は，以上のように，地球あるいは

宇宙規模の自然現象を相手にした，スケールの大きな学問

である．無線通信や情報伝送といった工学的側面だけでな

く，自然科学としての電波の伝わり方を考えるとき，MF

帯HF帯の電波伝搬はさらに興味深いものとなると思う．

ところで，筆者がこの原稿を推敲しているちょうどその

とき，金曜深夜の人気番組『タモリ倶楽部』が気になる企画

を放送していた．タモリさんやゲストの皆さんが手作りの

ゲルマニウムラジオでAMラジオ放送を受信，東京を歩き

廻り良好に受信できる“電波ホットスポット”を探す，とう

もの．まさにMF帯電波伝搬のフィールドワークではない

か！ こんな企画が放送されるとは，やっぱり電波伝搬は

おもしろい． （2016年2月6日受付）
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１．まえがき

VHF帯（Very High Frequency band），UHF帯（Ultra

High Frequency band）の電波は，FMラジオ放送やテレビ

放送，警察無線，航空無線，防災行政無線，無線LANや，

携帯電話サービス等大変幅広い用途に用いられ1），われわ

れに最も身近な電波帯であると言える．電波は周波数が高

くなる程伝送できる情報量が多くなる一方で，電波の到達

できる距離は短くなる．VHF帯，UHF帯の電波は，周波

数もある程度高いために情報伝送能力も高く，さらに地物

等の障害物をある程度回り込んで到達することができるた

め，大変使い勝手の良い周波数である．

VHF帯とは周波数30～300 MHzの電波帯を指し，UHF

帯とは周波数300MHz～3 GHzの電波帯を指す．日本語で

はそれぞれ，超短波帯，極超短波帯と呼ばれ，波長が大変

短い電波であると命名されている．波長の長短は何を基準

にするかによっても変わるが，実際の波長はVHF帯で1～

10 m, UHF帯で10 cm～1 mである．電波伝搬を考える場

合，波長によって考慮すべき対象が異なってくる．VHF帯

以上の周波数の電波では，一般に，波長に対して電離層の

電子密度2）が充分小さいために反射体とならず，電離層を

突き抜けてしまう．このため，VHF帯・UHF帯における

定常の伝搬状況では電離層による反射波は考慮に入れな

い．VHF帯・UHF帯における主な伝搬モードは対流圏に

おける直接波，反射波，回折波であり，検討対象は大地面

や大地の起伏等，地物による電波の反射，回折である．ま

た，ある程度長距離の伝搬路となる場合には，地球球面の

丸みに伴う大気による直接波の屈折の影響も考慮に入れる

必要がある．

本稿では，これらVHF帯・UHF帯の電波伝搬に支配的

な要因について解説を行う．まず2章では直接波に関して

大気による屈折と地球球面の影響について述べ，3章で大

地面からの反射波について述べる．4章で地物による回折

波について述べ，5章でVHF帯・UHF帯における非標準

伝搬について述べる．

２．大気による屈折と地球球面の影響

2.1 大気による電波の屈折

一般に電波や光は障害物が何もない空間（自由空間）では

真っ直ぐに伝搬していくと考えられるが，図1（a）に示すよ

うに，屈折率の大きな媒質から小さな媒質へ電波や光が進

行する場合，進行方向が屈折率の大きな媒質の方向に曲げ

られる．スネルの法則として知られている現象で，日常生

活の中では，水の中に斜めに入れた棒が短く曲がって見え

る現象として馴染み深い．

真空中の屈折率1に対して，地球上大気の電波に対する屈

折率nは，気圧，気温，湿度の関数となり，海抜高が高くな

るほど小さくなる．世界各地でその値は異なるが，世界的に

平均的な大気組成モデルとして使用されている標準大気3）で

は，高さh（km）に対する屈折率n（h）の変化は式（1）で与え

られている3）．

大気を高さに対して連続的に屈折率が変化する厚さ微小

n h e h( ) ( ).= + ×− ⋅ −1 315 10 10 136 6

†日本電信電話株式会社

"Radiowave Propagation Channel (4); Radiowave Propagation in

VHF/UHF Band" by Naoki Kita (Nippon Telegraph and Telephone Corp,

Kanagawa)
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の層の重なりとして見ると，図1（b）に示すように，上方

に打ち上げられた電波が，大地の方向に曲げられながら伝

搬することになる．

2.2 地球球面による影響

ここで，地球の球面の影響を考える．電波は大気屈折率

の高度変化により大地の方向に曲げられながら進むため，

図2（a）に示すように，ある打ち上げ角を持って発射され

た電波は，送信点から見通しのない地平線の先まで直接到

達する．電波が大気中でどれだけ曲げられ，何処まで直接

到達するかは，地球の球面大地の曲率と，電波通路の曲率

から求めることが可能であるが，放送エリアの設計や通信

回線の設計を行う際に，電波通路を曲線で扱わなければな

らないのは煩わしい．そこで，図2（b）に示すように電波

通路の曲率1/R1を，地球球面の曲率1/R0を補正すること

で吸収してしまい，電波通路を直線として扱う工夫が施さ

れる．具体的には，同心球面状の成層をなしている大気に

対するスネルの法則を，平行平面成層大気に対するスネル

の法則に読み替えるための修正屈折率4）mを導入する．さら

に，屈折率の高さ特性により，大地面方向に電波が曲げら

れるときの電波通路の曲率を打ち消すように，等価的に地

球の半径がK倍に大きくなったと仮定する．このときのK

を地球の等価半径係数，KR0を地球の等価半径と呼び，地

表付近の標準大気中ではK=4/3である．また，修正屈折率

mは式（2）で表される．

修正屈折率m，地球の等価半径係数Kの導出については本

稿では割愛するが，詳細な導出については文献4）を参照さ

れたい．

また，地球の半径は約6,370 kmであり，この場合の等価

地球半径は8,490 kmとなる．半径8,490 kmの地球上にいる

と仮定し，さらに修正屈折率mを用いることによって，電

波通路を直線で扱うことができる．

３．大地面による反射

3.1 大地面からの反射波

VHF帯・UHF帯における見通し内の伝搬路では，送信

点から受信点に直接到達する直接波以外に大地面，地物，

建物等からの反射波が到来する．特に本稿では，受信アン

テナ高によって大きな受信レベル変動を生じさせる要因と

なる大地面からの反射波とそれにより引き起こされる受信

レベル変動について解説する．

地球表面のような球面平滑大地における反射波につい

て，図3に示すパラメータを用いて幾何学的に考える．

ただし，直接波と大地からの反射波を幾何学的に扱うこ

とができるのは，接地角ψが式（3）の条件を満たす場合で
ある．接地角が式（3）の条件を超えて小さくなると，直接

波のフレネルゾーン5）が大地面に遮蔽されることによる影

響が大きくなるので伝搬路の幾何光学的な解析が不可能に

なる．

ψの単位は［rad］，ƒの単位は［MHz］である．30MHzで約

0.2ﾟ，300MHzで約0.1ﾟ，3GHzで約0.05ﾟ程度の値となる．

また接地角ψは図3のパラメータを使って式（4）で表される．

ここで

ψ =
+

− +( ){ }h h
d

m b1 2 21 1 4( )

ψ >

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また，伝搬距離dは1,000km程度以下であれば，送信点Tx，

受信点Rxの緯度経度［ﾟ］を，それぞれ（x1, y1），（x2, y2）とす

ると，式（5）で求められる．

ここで

式（3）の条件が満たされるとき，大地面からの反射波の受

信電界Erは，直接波の受信電界をE0，直接波の通路長をd，

直接波と反射波の通路長差を∆d，大地面の反射係数をRe，

球面大地による拡散係数をD，直接波の送信点における発

射方向および受信点における到来方向のアンテナ指向性利

得をそれぞれ，G1t, G1r，同様に反射波に対する送受アンテ

ナの指向性利得をG2t, G2rとすると，式（6）で求めることが

できる．

ここで，jは虚数単位，kは波数（k = 2π/λ），λは波長である．
図3中のψが充分に小さい（5ﾟ程度以下）場合には，Re =－1

（反射係数1で位相が反転）と見なすことができ，さらに

h1�h2が成り立つ場合にはD = 1と見なすことができる6）．

また，ψが小さい場合はd � ∆dが成り立つ．簡単のため

に，送信アンテナの指向性半値角が直接波と大地反射波の

入射角差以上であるとすると，G1t = G2t, G1r = G2rと見な

せるので，この場合の大地面からの反射波の受信電界Erは

近似的に式（7）で表すことができる．

3.2 ハイトパターン

図3の受信点では，直接波と大地面からの反射波が合成

されたものが受信される．合成された受信電界をEとする

と，Eは，直接波の受信電界E0と式（7）から，式（8）で表

すことができる．

また，直接波と大地面からの反射波との通路長差∆dは，

幾何学的に式（9）で求めることができる7）．

ここで，h1', h2'は，反射点における地球への接平面からの

アンテナ高であり，図3のパラメータを用いて式（10）で与

えられる．

ここで

b, dは，それぞれ式（4），式（5）で求めるものと同様である．

これらの式から，式（9）は送受信点間距離を固定とすると，

送受信アンテナ高の関数となる．送受信アンテナの一方を

固定し他方のアンテナ高さを上下に変化させると，直接波

と大地反射波の通路長差∆dが変化し，その結果式（8）の2

波間の位相差が変化するため，受信電界が周期的に変動す

る．送受信アンテナ間距離30 km，送信アンテナ高600 m

とし，受信アンテナ高を連続的に変化させて，直接波の受

信電力で規格化した相対受信電力，20 log|1－e－ jk∆d|（dB）

を計算したものが図4である．受信電力が受信アンテナ高

の変化に対して周期的に変動することがわかる．この受信

電力変動特性をアンテナのハイトパターンと呼ぶ．ハイト

パターンは周波数が高くなるほど，その周期が短くなるこ

とがわかる．送受信アンテナにおけるハイトパターン周期

pt, prをピッチと呼び，式（11）で求めることができる．
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４．地物による回折

4.1 VHF帯・UHF帯における回折

電波が地物等の障害物に遮られた場合に，障害物の裏側

に電波が回りこむ現象を回折と言い，その際に生じる損失

を回折損失という．回折損失は周波数が高くなるにつれて

大きくなり，一般に反射損失に比べて大きな損失となる．

VHF帯・UHF帯の周波数帯における無線システムでは，

地物による回折波が受信点に充分な強度を持って到来する

ため，無視することのできない伝搬モードである．地物に

よる回折損失の計算は，送受信点間に存在する地物（障害

物）の形状，個数等によってそれぞれ計算方法が異なるが，

本稿では，この中でも最も基本となる山岳による回折計算

に良く用いられるナイフエッジ回折と，なめらかな山頂

（丘）による回折計算方法について紹介する．

4.2 ナイフエッジ回折

図5に示すように，送受信点間に山岳等が存在し，伝搬

方向に垂直な方向（紙面に垂直な方向）の長さが波長に対し

て無限であると近似できる場合，山岳等の障害物を薄いナ

イフの刃先（厚さが無限小）としてモデル化し，回折損失を

計算する方法がある．これをナイフエッジ回折と呼ぶ．ナ

イフエッジ回折損失Jは，図5に示すパラメータを用いて

式（12）で与えられる．

ここで，C (ν), S (ν)は，それぞれフレネル積分の実部と虚

部を示す8）．また，νは回折パラメータと呼ばれ，式（13）
で定義される．見通し線上にちょうどエッジの先端がある

とき，ν = 0となる．

hは送受信点を結んだ見通し線からエッジの先端までの距

離を表し，エッジ先端が見通し線より下にある場合を負と

する．d1，d2は，それぞれ送信点，受信点からエッジ先端

までの距離である．J (ν)の計算例を図6に示す．

また，ν >－0.78のとき，式（13）は式（14）で近似される．

4.3 滑らかな山頂（丘）による回折

図7に示すように山頂がナイフエッジでは近似できず，

曲率半径R［m］を持つような滑らかな山頂の場合，回折損

失Aは，式（15）で求めることができる．

J (ν) は式（13），式（14）で表されるナイフエッジ回折損失

であるが，回折パラメータνはナイフエッジ回折の場合と
は異なり，式（16）を用いる．
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図7 曲率を持つ滑らかな山頂による回折

図6 ナイフエッジ回折損失

図5 ナイフエッジ回折



T (m, n)は山頂の曲率による付加損失であり，式（17）で表

される．

実際の地形では図7のように綺麗な曲面を持つことはな

いので，山頂や丘を放物線で近似する．図8に送受信点を

含む大地面に垂直な平面で山を切ったときの断面（地形プ

ロフィール）のイメージを示す．実際の地形プロフィール

では図8に示すように，一意に近似放物線の頂点となる点

を求めることができないことが多い．この場合，各サンプ

リング点における曲率半径を求めてそれらを平均化するこ

とで，その山頂の曲率半径とする．平均曲率半径R
–

rは，図

中のパラメータを用いて式（18）で求めることができる．

ここで，Nは頂点の個数であり，yiは対応する頂点の場所

における第1フレネルゾーン半径5）である．

4.4 その他の地形に対する回折

本稿では，地物による回折として単一のナイフエッジ回

折，単一の滑らかな山頂（丘）による回折を紹介したが，実

際の環境では，送受信点間に複数の地物が存在する等の場

合がある．また，そもそも送受信点間の地形が連続に変化

しているため，回折障害物となる地物を個別に特定できな

い場合もある．これら一般的な地物に対する回折損失の計

算方法はITU-R勧告P.5268）に詳しいので，必要に応じて参

照いただきたい．

５．非標準伝搬

5.1 ダクト伝搬

標準の地球上大気では，1章で説明した大気の修正屈折

率mは地上高に対して一定の傾きで増加する．ただしその

変化は10－5～10－6程度と非常に小さい．そこで変化分に

着目するために式（20）で表される修正屈折率指数M（M-

Unit）が用いられる．

Mの地上高に対する傾きαは，標準大気では0.12MU/mで
あるが，図9に示すように，Mの勾配が高さに対して減少

する逆転層が生じることがある．Mの勾配の不連続部分を

ラジオダクトと言い，大地面からの発生する場所によって，

接地形ダクト，S形ダクト，離地形ダクトなどと呼ばれる．

ダクトの発生要因としては，高度の高い部分の大気が，

低い部分に比べて高温低湿になるか，高度の低い部分の大

気が，高い部分に比べて低温多湿になる場合に発生するこ

とが知られている9）．具体的には下記の場合にダクトが形

成されることが明らかにされている．

（1）移流現象：海の近くの地域において，昼間海から陸

に向かって低温多湿の風が流れる，または，夜間に

陸から海に向かって高温低湿な風が流れる場合

（2）夜間冷却：夜間に生じる大地の放射冷却により地表

付近に温度の逆転が生じる場合

（3）沈降現象：高気圧による下降気流により，上空の低

温低湿な空気が高度の低い場所にある高湿な空気に

近づく場合

ダクトが発生すると，図10に示すように，電波がダクト
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内に閉じ込められて長距離を伝搬したり，大きく伝搬経路

を曲げられて受信点に直接波が到達しない等，激しい受信

レベル変動が引き起こされる．

5.2 スポラディックE層伝搬

通常，VHF帯・UHF帯を含む30MHz程度以上の電波は

電離層2）で反射されることなく透過してしまうが，時折，

E層（電離層の一つ）とほぼおなじ高さの上空110 km付近

に，突発的，局部的にVHF帯の電波を反射させることが

できる程度の，電子密度の濃い電離層が形成されることが

ある．この電離層をスポラディックE層という．スポラ

ディックE層が発生すると，100MHz程度までの電波が反

射され，送信点から1,000 km～2,000 km先まで電波が到達

することがある．スポラディックE層による伝搬は思わぬ遠

方にまで電波が到達することから，他国への与干渉や他国

からの被干渉の原因となる．与/被干渉検討のベースとなる

VHF帯のスポラディックE層伝搬における受信電界強度推

定法が，ITU-R勧告P.534としてまとめられている10）．スポ

ラディックE層伝搬は季節的な傾向や，発生時間帯に顕著

な特徴があり，日本における発生時期は5月～8月であり，

発生時刻も10時前後と18時前後に発生する割合が高いこ

とが知られている．スポラディックE層の形成原因は諸説

あるが，今のところ明らかにされていない．

5.3 ダクト/スポラディックE層伝搬による受信レベル

変動

ダクト伝搬，スポラディックE層伝搬の研究は古くから

行われてきている．詳しくは文献4）11）12）中に数多くの文献

が紹介されているので参照いただきたいが，文献12）では，

80 MHz帯において同一測定系によるダクト伝搬とスポラ

ディックE層伝搬の同時測定の結果が紹介されている．二

つの非標準伝搬の特徴的な差異がわかりやすく示されてい

るので，ここで紹介したい．

＜電離層反射による受信レベル変動＞

・レベル変動は，ダクト伝搬と比べ大きくて速い．

・レベル変動幅は，分単位で10 dB以上となる．

＜ダクト伝搬による受信レベル変動＞

・レベル変動は，電離層反射と比べて小さくて遅い．

・レベル変動幅は，時間単位で10 dB程度である．

ダクト伝搬による受信レベル変動とスポラディックE層

伝搬による受信レベル変動には顕著な違いがあることがわ

かる．

６．むすび

VHF帯・UHF帯の電波伝搬における支配的な要因を中

心に解説した．VHF帯・UHF帯の面白さは，対流圏伝搬

における三つの伝搬モード（直接波，反射波，回折波）が情

報伝送の担い手としてすべて実用として使えるところにあ

る．例えば，放送サービスでは，直接波のみならず，大地

面からの反射波をエリアの拡大に積極的に利用している

し，送受信点間に見通しがない場所にも回折波により情報

を伝送することができる．一方で使い勝手の良い周波数で

あるために，周波数資源のひっ迫が甚だしい．より効率的

な無線伝送システム実現のため，電波伝搬の視点からも更

なる研究が期待される．最後に，VHF帯・UHF帯の伝搬

研究は歴史が古く優れた文献が数多く存在する．本稿に引

用した文献や，さらにそれらの文献が引用している文献等

もご覧頂きたい． （2016年4月26日受付）
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１．まえがき

電波の伝わり方は，19世紀末期の電波の発見および無線

通信の実用期以降，重要かつ有益な知識となって今日まで

実験・研究が進められてきた．特に無線通信における受信

電力を正確に予測できることは，通信品質を正確に設計す

るために不可欠な知識といえる．本講座は主として周波数

帯毎にシリーズ化されているが，この「マイクロ波・ミリ

波帯」は，他の周波数帯に比して，電波の直進性が大きい，

電離層の影響を受けにくいなどの理由で，受信電力の予測

が一番簡単にできる帯域ではないだろうか．その理由は次

節に述べる「フリスの伝達式」が有効に適用できる場合が多

いと思われるからである．つまり，これらの周波数帯は遠

距離固定通信に使われることが多く，見通し伝搬の形態が

多い．ただし，ひとたび電波伝搬のフレネルゾーン内に当

該帯域電波の吸収体，散乱・反射体などが存在すると，た

ちまち受信電力の予測手法の複雑さが増大し，正確さが減

少してくる．ここでは，まずフリスの伝達式を再掲する．

また，すべての電波伝搬状況について触れることはできな

いが，理想的な見通し伝搬から異なる状況の電波伝搬現象

の定量的な把握法について述べたい．

ところで，和文標題の「マイクロ波・ミリ波」の表現であ

るが，特に「マイクロ波」は「マイクロ波リモートセンシン

グ」といった表現があるように厳密な周波数範囲を示して

いないと思われる．そこでここでは，英文標題のように

SHF, EHF帯を対象周波数としたい．また，ここで述べる

電波伝搬特性の把握手法は，ITU勧告，特に電波伝搬を扱

うPシリーズ勧告をもとに紹介する．このITU勧告の特徴

は以下のとおりであり，これらの特徴を踏まえて活用すべ

きである．

［長所］

・多くの国からの専門家の同意のもとに勧告化が行われ

ており，国際標準の手法が述べられている．言い換え

れば，ITU勧告を用いて設計したとすれば，国際的に

一定の説得性を得ることができる．

・学術論文とは異なり，回線設計者の利用便宜性を考慮

し，無線通信設計に役立つ推定手法が，step-by-step法

などで平易に示されている．

［短所］

・学術論文とは異なり，推定手法の理論的な妥当性が不

明確な場合がある．また勧告に参考文献がないため，

妥当性の検証に難がある．

・推定手法には各国の実験測定結果を元にした実験式的

なものがあり，必ずしも世界全体で正確な推定法と

なっていない恐れがある．

ITU勧告Pシリーズには，多くの勧告を適用周波数範囲や

適用目的等で分類した，いわば索引，手引き的な勧告P.1144

がある1）．この勧告からSHF・EHF帯を扱う勧告数が16あ

ることがわかる．勧告によってはその分量が50ページを超

えるものもあることから，当然，本記事ですべてを紹介す

ることはできないし，勧告を限ってもそこに示されている

具体的な電波伝搬推定手法を再掲するには紙面が足りな

い．そこで，ここでは，地上見通し伝搬と衛星回線伝搬を

扱う以下の二つの勧告を中心に関連する知見や事例を紹介

したい．

・勧告P.530-162）：“Propagation data and prediction

methods required for the design of terrestrial line-of-

sight systems”

・勧告P.618-123）：“Propagation data and prediction

methods required for the design of Earth-space

telecommunication systems”

読者の中で，具体的な電波伝搬効果の推定の必要がある

場合は，前述のPシリーズの勧告の他，多くのガイドライ

ン的な書籍4）～10）があるので，それらを参照されたい．

２．フリスの伝達式

フリスは1946年5月に2ページ弱の論文を発表し11），そ

の冒頭に以下の非常に簡単な式を示した．また，後半でこ

の式の有効範囲が遠方界であることも述べている．

P
P

A A

d
r

t

r t=
2 2

1
λ

( )
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ここで，

Pt：送信電力（送信アンテナへ供給される電力）

Pr：受信電力（受信アンテナから得られる電力）

Ar：受信アンテナの実効開口面積

At：送信アンテナの実効開口面積

d：送受信アンテナ間の距離

λ：波長

である．

このフリスの式は，実用的に非常に有益で，無線通信の

みならず，レーダの基本式であるレーダ方程式の基礎にも

なっている．衛星通信の黎明期に大きな貢献をしたベル研

究所のJ．ピアースは，書籍12）のなかの前言部で以下のよ

うにフリスの式に敬意を表している．

“A few years ago, Harald T. Friis provided a very

simple derivation for his radio transmission formula,

something that clever mathematicians and physicists

had failed to do. This led me to believe that many

other facts about waves could be derived with very

little mathematics. The fascination of the challenge

led me to write this book.”

このように，理想的な見通し伝搬路の場合，フリスの式は

周波数によらず，遠方界でありさえすればどんな遠距離で

も成り立つ簡単で有益な式である．筆者も，1977年当時，

国内最初の実験用通信衛星CSを用いた電波伝搬実験におい

て，フリスの式の簡単さと正確さに感動したものである13）．

筆者は，このフリスの式を授業等で少なからずとりあげ，

その有益性を紹介してきたが，そこで感じたことを「フリ

スの伝達式雑感」として付録で述べる．

３．電波伝搬へ影響を及ぼすもの

本稿では，電波伝搬の目的として地上無線通信および衛

星通信を想定している．したがって，地球の大気，気象現

象，地形（山岳等の自然物や人工構造物を含む）を考慮する

必要がある．すなわち，これらの伝搬フレネルゾーン内の

存在やそれらの電気特性の時間変化が，フリスの伝達式だ

けでは正確な受信電力等の推定ができない原因となる．

3.1 大気の影響

（1）大気ガスによる吸収損失

大気を構成するガスのうち，SHF, EHF帯電波に影響を

及ぼすのは酸素および水蒸気である．これらの分子は，そ

れぞれに特有の電波吸収周波数があり，吸収損失を生じさ

せる．大気中の酸素の割合はほぼ一定であるが，水蒸気量

は湿度によって変動する．図1は，海面高さにおける大気

ガスによる減衰係数（単位長さあたりの減衰量）を乾燥大気

と水蒸気およびそれらの和について示している14）．

（2）大気屈折率の空間・時間変動による影響2）3）

大気の屈折率が高さによって変化し層状になっているこ

と，および空間の温度変化により屈折率が空間的・時間的に

変動することにより伝搬方向の曲がりや到来角変動，受信信

号振幅の変動（シンチレーション）などが引き起こされる．

3.2 周辺環境の影響

SHF, EHF帯電波を用いた固定無線通信は，見通し通信と

するのが一般的であるが，その伝搬通路に山岳等があると

回折伝搬路となる．実際の電波遮蔽物の形状や電気的特性

は複雑であるが，ナイフエッジ遮蔽物でそれを近似し影響

評価をすることができる15）．図2はその伝搬モデルを表し

ており，直接波の伝搬を遮蔽する方向の高さhを正の値で表

現している．この時，以下の変数vに対する損失量J（v）dB

を図3に示す．本図からh = 0，すなわちナイフエッジ遮蔽

物が直接伝搬路の下半分を遮蔽する場合，その影響による
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図1 大気ガスによる減衰係数（ITU勧告P67614））

（気圧：1013 hPa，温度：15ﾟC，水蒸気密度：7.5 g/m3）
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α1 α2

図2 伝搬路中のナイフエッジ障害のモデル化



損失が6 dBとなることがわかる．ここでvは式（2）で示さ

れるパラメータである．

伝搬通路の周囲に反射体が存在し，直接波に加えて反射

波が受信される場合はマルチパス伝搬路となる．この場合，

反射波の遅延時間が長い場合や，広帯域伝送の場合には，

その伝送帯域内で周波数によって受ける影響が異なる周波

数選択性伝送路となる16）．

４．降雨中の電波伝搬現象と対策技術

以下には，SHF, EHF帯電波の伝搬特性に大きな影響を

及ぼす降雨の影響について述べるが，降雨以外の大気粒子

として，ぬれ雪・霙，雲・霧17），砂塵の影響も報告されて

いる2）．

4.1 降雨中の電波伝搬

10 GHz以上の周波数帯電波では伝搬に及ぼす対流圏の降

雨などの降水粒子による吸収・散乱の影響が大きくなる．

このような降雨中の電波伝搬現象の概要を図4に示す．図

4は，偏波多重を想定しており，直交する偏波を用いて同

一周波数で異なる二つの情報を伝送している．この時，そ

れぞれの偏波における降雨減衰の他，通信品質に影響を与

える伝搬現象として，交差偏波識別度（XPD: Cross

Polarization discrimination）の劣化に伴う偏波間干渉の増

大，降雨からの雑音増加，降雨散乱による他の無線システ

ムからの干渉信号の増加が挙げられる．

これらの電波伝搬現象のうち，降雨減衰とXPD劣化につ

いて以下に紹介する．降雨による雑音2）および散乱18）につ

いてはITU勧告にその影響が述べられている．

4.2 降雨減衰

大気ガスの影響と異なり，降雨は常に伝搬路に存在する

ものではない．したがって，ある降雨減衰値をこえる事象

の年間発生時間割合など，時間率の概念が導入される．こ

の時間率を表す特性として降雨減衰の累積分布がある．こ

の特性から，年間のP%の時間で降雨減衰がA dBを超える

ことがわかれば，減衰Aに耐える回線設計により，年間の

稼働率が（100－P）%の無線通信回線を実現できることが

わかる．この降雨減衰の累積時間率の推定法は地上無線回

線1），衛星通信回線2）についてITU勧告にstep-by-step法

で示されている．いずれの回線においても，関心地域の降

雨強度の累積時間率0.01%値（R0.01）が必要であるが，世界

のR0.01のマップがITU勧告19）に示されている．また，こ

のR0.01は降雨強度の測定間隔が1分であるとされている

が，この勧告には測定間隔が5分から60分での測定結果を

1分の値に変換する手法も紹介されている．

降雨による降雨減衰を推定するには，降雨強度と降雨減衰

の関係を知る必要がある．ITU勧告20）に単位長さあたりの

降雨減衰（降雨減衰係数）を求める方法が，周波数，偏波ご

とに示されている．図5に，円偏波の降雨減衰係数の周波数

依存性を降雨強度をパラメータとして計算した例を示す．

ITU勧告1）2）には，ある周波数，偏波の降雨減衰から他

の周波数，偏波の降雨減衰を推定する周波数スケーリング，

偏波スケーリングの手法も記述されている．

4.3 交差偏波識別度劣化

降雨粒子は大きな粒ほど球形からずれ，また風等により

落下中に傾斜することから，水平・垂直偏波の伝搬特性に

差異が生ずる．この結果，図4に示すように交差偏波識別

度（XPD）の劣化が生じ，周波数有効利用を図る直交偏波

共用回線での干渉を引き起こす．このXPDは降雨減衰と

相関があり，降雨減衰からXPDを算定する理論近似式が

提案されている21）．XPDの累積分布の推定法も，降雨減

v h
d d
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



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図4 降雨中の電波伝搬現象

図3 ナイフエッジによる回折損失（ITU勧告P52615））



衰と同様に，地上無線回線1），衛星通信回線2）について

ITU勧告にstep-by-step法で示されている．図6は，衛星

通信回線の19.5 GHz円偏波電波で測定された降雨減衰と

XPDの関係を示す．衛星回線では，異方性形状をもつ上空

の氷によって減衰をあまり伴わないXPD劣化が生じ，図

のような2次元的に測定結果が分布する．

4.4 降雨減衰対策技術

周波数が高くなるにつれ，通信品質に及ぼす降雨減衰の

影響が大きくなる．そこで，地上無線回線，衛星回線のそ

れぞれに，種々の降雨減衰対策が提案されている．それら

を大別すると表1のように，静的対策法，動的（適応的）対

策法，ダイバーシチ法となる．

静的対策は一定の降雨減衰マージンを設けるもので，こ

れまでも使われている方法である．しかし降雨減衰が大き

くなるとこのような静的対策では，過大なマージンを設定

することとなり，コストや，他システムへの干渉の点で望

ましくない．そこで，降雨減衰が大きい時間，場所だけに

対策を講ずる方法が動的（適応的）対策で，適応送信電力制

御22）や適応符号・変調制御法がその例として挙げられる．

ダイバーシチ法は，降雨減衰量の相関の小さい複数の伝送

ルートを用意し，その中で降雨減衰の影響の少ないルート

を適応的に選択するもので，衛星放送のフィーダリンクや

地上無線回線のルートダイバーシチとして使われている．

このダイバーシチ法の効果を定量的に評価するためにダイ

バーシチ利得が図7のように定義される．ダイバーシチ利

得はダイバーシチを施した場合と施さない場合の実効的な
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降雨減衰対策技術

静的方法

動的方法

（適応的方法）

ダイバーシチ法

原理と特徴

マージンの設定などあらかじめ回線設計に余裕をもたせる

降雨減衰が少ない場合に有効

発生電力やアンテナ径の制約あり

安全サイドに設計すると情報伝送容量の減少を伴う

品質劣化量に応じて電力，帯域などの回線資源を動的に最適配分する

適応的に回線資源を変更させる機構が必要でリンク複雑度は増加する

1対1通信において，悪条件下のスループットを最適にできる

相関の小さい複数ルートを設け，劣化の少ないルートを採用

複数のルートを設けることによるコスト増，リンク複雑度の増加，冗長度増

降雨減衰が大きい場合に有効

対策の事例

実効放射電力の増加

受信設備のG/Tの改善

雑音に強い変復調方式，誤り訂正符号の採用

静的階層符号化，階層変調方式

長周期インタリーブ

衛星通信上下回線の送信電力制御

衛星放送下りリンクのアンテナパターン制御

適応的変調・符号化可変方式（ACM）

適応的伝送帯域可変方式

サイトダイバーシチ（複数サイト含む）

ルートダイバーシチ

周波数ダイバーシチ

タイムダイバーシチ

（衛星）軌道ダイバーシチ

表1 降雨減衰対策法の分類
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図6 衛星回線の降雨減衰とXPDの関係
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降雨減衰量の差であり，降雨減衰累積時間率によって異な

る量となる．

ITU勧告1）2）には，このダイバーシチ利得や降雨減衰量

を一定としたときの，ダイバーシチの有無による累積時間

率の比（ダイバーシチ改善係数）を推定する手法が示されて

いる．図8は，周波数20 GHzの衛星回線におけるダイバー

シチ利得を，主局，副局間距離dをパラメータとして計算

した例である．ここで，衛星方向と主局－副局間方向との

なす角度ψを90ﾟとしている．この図から，ダイバーシチ

利得はdが小さい範囲で大きな増加を示すものの，ある程

度離してもその効果は飽和することがわかる．

必ずしもリアルタイムの通信・放送が必要でない場合

は，強力なダイバーシチ法としてタイムダイバーシチがあ

る．この方法は再放送に代表されるように，時間をずらし

て複数回コンテンツを伝送するもので，受信側は，その中

で降雨減衰の影響の少ないコンテンツを選択して合成する

ものである．この手法は，応用として限られたケースにな

るとは思われるが，コストのかかる副局等が不要であり，

大きな降雨減衰に対応できる対策法である．図9はタイム

ダイバーシチ効果の例を示している．この図には衛星回線

の周波数19.5 GHzの実効的な降雨減衰累積分布が示されて

おり，再伝送の時間間隔を1分から24時間まで変化させた

ときの結果が示されている．強い降雨は短時間で収まるこ

とが経験的に知られているが，そのため，例え10分程度の

タイムダイバーシチでも大きなダイバーシチ利得が得られ

ていることがこの図からわかる．

５．むすび

SHFおよびEHF帯電波を対象に地上無線回線および衛星

通信回線における伝搬特性について考慮すべき事項をITU

勧告を参照しながら述べた．これらの周波数帯では送受信

アンテナが対向する見通し伝搬路での利用が主であること

から，多くのケースで「フリスの伝達式」で充分な回線設計

ができると思われる．ただし，周波数が高くなると，大気

による固定的な吸収減衰，降雨時に考慮すべき降雨減衰を

考慮する必要がある．また地上無線回線では，地表や伝送

路上の障害物によるマルチパス伝送の影響も考慮する必要

がある．これらの伝送品質劣化要因の対策技術として，特

に降雨減衰対策技術について紹介した． （2016年6月6日受付）
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図9 衛星回線におけるタイムダイバーシチ効果の例

（19.5 GHz，円偏波）
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＜付録＞フリスの伝達式雑感

2節で紹介したフリスの伝達式は，付・図1に示される無

線通信回線で受信アンテナで得られる受信電力を求める有

益な式として知られている．

2節式（1）は，フリスの論文11）に記載されている式であ

るが，多くの書籍では，自由空間損失Lを使った付・式（1）

が使われている．

この式は一般的なアンテナ性能を表すアンテナ利得が送

受信双方に使われており，使いやすい式である．ただし，

この式の物理的な意味を，例えば，学生に説明するには少

し困難が伴う．それは，等方性アンテナの実効開口面積Ai

が付・式（2）で示されることを天の声のように信じてもら

うことが多いからである．また，自由空間損失の中に波長

が入るのが納得できない学生もいる．

そこで，物理的わかりやすさを考慮して，付・式（3）を

示す．この式の受信アンテナ実効開口面積Arは，実効開口

径Dをもつ開口面アンテナであれば，開口効率ηを用いて

付・式（4）のように示される．

確かに開口面アンテナであれば付・式（3）はλも入らず

に理解しやすい．しかし，線状アンテナの場合には実効開

口面積の表現が複雑になり，付・式（1）のアンテナ利得を

用いた方法が実用的であろう．どうしても付・式（2）を納

得してもらいたければ，文献23）などのアンテナ専門書に

頼って，波長に比して充分小さい微小ダイポールアンテナ

のアンテナ指向性および実効開口面積を理論的に求めてみ

よう．そして，それらに矛盾しないように等方性アンテナ

の実効開口面積を求めると付・式（2）でなければならない

ことがわかる．
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付・図1 無線通信伝送路のモデル

G：アンテナ利得，Ar：アンテナの実効開口面積，D：開口面アンテ

ナの実効径，D：伝搬距離，Pt：送信電力，Pr：受信電力
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１．まえがき

移動通信は片方もしくは両方の端末が移動可能な通信の

総称であり，それらは陸上移動通信，海上移動通信，航空

移動通信に大別される．ここで，われわれにとって最も身

近なものは，携帯電話システムに代表される陸上移動通信

であろう．我が国において，1970年代後半に自動車電話と

してサービスが開始されたアナログ方式による第1世代の

携帯電話システム（1979年～）は，初めてディジタル化され

た第2世代システム（1993年～），ブロードバンドサービス

を可能とする世界で標準化された第3世代システム（2001

年～）を経て，2010年からは下り最大75Mbpsのデータ通

信を実現する第 4世代システム（LTE: Long Term

Evolution）のサービスへと展開している．なお，2015年か

らは次期システムとして検討されてきたLTEの発展形であ

るLTE-Advancedの導入により，下り最大225 Mbpsの

サービスが開始され，現在は2020年のサービス開始に向け

た第5世代システムの検討が行われている1）．

本稿では，携帯電話システム（使用周波数：UHF帯～低

SHF帯）を前提に，移動通信の電波伝搬について解説する．

なお，以降では移動通信の電波伝搬を“移動伝搬”と呼ぶ．

２．通信環境と電波伝搬

携帯電話システムは限られた周波数を有効に利用するた

めに複数の基地局でサービスエリアをカバーするセルラ方

式を採用している．なお，一つの基地局がカバーするエリ

アは“セル”と呼ばれる．現在のシステムではさまざまな形

態のセルが存在するが，基本となるのは，基地局アンテナ

を周辺建物よりも高い場所に設置して形成されるマクロセ

ル（市街地で半径1 km程度）である．また，このような通

信環境はマクロセル環境と呼ばれる．

マクロセル環境は，図1に示すように，

（1）見通し外環境：周囲の構造物で遮られることから，

基地局（Base Station: BS）と移動局（Mobile Station:

MS）の間で見通しがない

（2）多重伝搬路（マルチパス）環境：受信局には周囲の構

造物で反射・回折した複数の電波が到来する

ことが特徴である．したがって，周囲に構造物のない自由

空間伝搬と異なり，信号の受信電力（/受信レベル）はMS

の移動に伴い複雑に変動する．この変動は，図2のように

観測スケールに応じて，

・瞬時変動：波長以下のオーダの変動

・短区間変動：数10～100 m程度のオーダの変動

・長区間変動：キロメートルのオーダの変動

の3種類に分類される．

一方，電波が伝搬するパスに着目すると，それらは図1の

ように空間的に広がっている．すなわち，移動伝搬では受信

局へ到来する電波の到来時間・到来方向・出射方向（受信点

に到達する波が送信点において出射した方向）が広く分布す

るのが特徴である．また，パス毎に反射・回折の影響が異な

ることから，受信点における電波の偏波方向も広く分布する．

これは，交差偏波識別度XPD（Cross -Po l a r i z a t i on

Discrimination ratio）が小さくなることを意味する．

†株式会社NTTドコモ

"Radiowave Propagation Channel (6); Mobile Radio Propagation" by

Tetsuro Imai (NTT DOCOMO, Inc., Yokosuka)

図1 マクロセル環境の電波伝搬
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３．受信電力変動特性

3.1 瞬時変動

瞬時変動は受信局に到来する複数の波の干渉により生じ

る変動であり，マルチパスフェージングとも呼ばれる．ま

た，特にマクロセル環境では，図3に示すように，

・MSには複数の波が水平面内一様に到来

・到来波の振幅はすべて等しく，初期位相はランダム

であると考えることができる．この場合，受信信号の平均

電力を0dBとすると，その複素振幅am (t)は，

と表せる．ただし，t：経過時間［sec］，V：移動速度［m/s］，

λ：波長［m］，N：到来波の数，φ i： i番目の波の到来角度

［rad.］，ζ i： i番目の波の初期位相［rad.］である．式（1）を

用いて計算した結果を図4に示す．ただし，横軸は波長で

規格化した移動距離であり，縦軸は受信信号の振幅 r

(=|am (t)|)（ただしデシベル値）である．ここで，振幅 rの

分布はレイリー分布に従い，変動の自己相関は第1種0次

のベッセル関数で表せることがわかっている2）．また，こ

の場合のマルチパスフェージングは，特に“レイリー

フェージング”と呼ばれる．

3.2 短区間変動

送受信間のパスは，図1に示すようにMSの移動に伴い

変化する．短区間変動はパスごとに“建物から受ける遮蔽

の度合い”が異なることに起因する変動であり，シャドウ

イング（またはシャドウフェージング）とも呼ばれる．

マクロセル環境では，短区間変動における受信電力（短

区間中央値）xの変動分布p (x)は対数正規分布

となることが測定より検証されている．ただし，msとσs

は受信電力のデシベル値（10 log (x)）の平均と標準偏差であ

る．ここで，msは後述する長区間変動で与えられることか

ら，短区間変動特性として評価すべき指標はσsである．こ

の値は伝搬環境や周波数により異なるが，市街地マクロセ

ル環境では周波数800MHz～3 GHzにおいて6～8 dBとな

ることが報告されている3）．

一方，変動の自己相関特性（2点間距離∆dに対する自己
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相関係数ρsの特性）は，一般的に指数関数

で与えられることが測定より検証されている4）．ただし，

dcは相関距離と呼ばれるパラメータであり，“自己相関係

数が0.5となる2点間距離”で定義される．市街地マクロセ

ル環境の相関距離については数十～数百mとさまざまな値

が報告4）されているが，ITU-R M.2135のチャネルモデル5）

では50m（ただし，見通し外の場合）と定義している．図5

は式（2），式（3）を用いて生成した短区間変動である．な

お，具体的な生成の方法については文献4）を参照されたい．

短区間変動の電力分布が対数正規分布になるメカニズム

としては，従来，図6（a）に示す“複数の構造物による多重

遮蔽2）”が定説であった．これは，伝搬路をマクロな視点か

ら1本であると考え，送信点から出射された電波が構造物で

遮蔽される度に減衰を繰り返すとすれば，トータルの減衰

量は中心極限定理により対数正規分布となるというもので

ある．しかし，最近，遮蔽回数が1回であっても，図6（b）

のように道路沿いに建物が周期的に存在しかつ建物高が指

数分布で分布すれば，電力分布と自己相関がそれぞれ対数

正規分布と指数関数で近似できることが報告された6）．

3.3 長区間変動

受信電力の長区間内中央値は送受信間の距離に応じて減

少する．ここで，伝搬損失を送信電力と受信電力（長区間

中央値）の比で定義すれば，その値は送受信間距離に応じ

て増加する．そこで，受信電力の長区間変動特性は一般に

伝搬損失特性（または伝搬損失距離特性）と呼ばれる．

伝搬損失Lは測定よりL = β dα（ただし，d：送受信間距

離，α, β：周波数や伝搬環境などで決まる定数）で表せ，市
街地マクロセル環境においてα = 3～4となることが報告さ
れている．なお，αは伝搬損失指数と呼ばれる．
伝搬損失は一般的に伝搬損失推定式として定式化され，

これまでさまざまなものが提案されている．その代表がつ

ぎの奥村－秦式である7）．

ただし，hb：BSアンテナ高［m, 30～200 m］，f：周波数

［MHz, 150～1500MHz］，hm：MSアンテナ高［m, 1～10m］，

d：水平面内の送受信局間距離［km, 1～20 km］である．な

お，カッコ内の値はパラメータの適用範囲である．また，

a (hm)はMSアンテナ高に対する補正項であり，

（i）中小都市：

（ii）大都市：

で与えられる．なお，郊外地や開放地の伝搬損失について

の詳細は文献7）を参照されたい．式（4a）において，伝搬損

失指数はBSアンテナ高hbの関数となっており，hb = 40 m

とするとα = 3.44となる．図7は中小都市における奥村－
秦式を計算した結果である．

奥村－秦式は測定結果を回帰して求めたものであり，そ

こから伝搬メカニズムを理解することは難しい．しかし，

文献8）によれば，図8のように送受信局間の建物屋上によ

る多重回折を仮定すれば，伝搬損失指数はα = 3.8と理論的
に導き出せることが明らかになっている．なお，より詳細

は文献9）を参照すると良い．
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４．マルチパス特性

4.1 伝搬遅延

送受信局間のパスはそれぞれ長さ（経路長）が異なること

から，電波の到達時間もその経路長に応じて差が生じる．

なお，経路長を l，光速を c（≒3×108 m/s）とすると，到

達時間τは l/cで与えられる．ここで，最短経路を基準とし

た電波の到達時間は遅延時間と呼ばれる．この伝搬に伴う

遅延（伝搬遅延）はディジタル伝送において符号間干渉を引

き起こす要因となることから，その把握とモデル化はシス

テム設計において重要である．

図9は東京都内青山エリアにおいて測定した結果であり，

各パスの遅延時間と受信電力との関係を表したものである10）．

ただし，本結果は，周波数 f：2 GHz帯，BSアンテナ高

hb：約60 mとして送受信間距離1.5 km以内で得られた結

果を平均したものである．なお，このようなグラフは遅延

プロファイルと呼ばれる．また，遅延広がりの評価に広く

用いられている指標に遅延スプレッドがある．遅延スプ

レッドστは電力で重み付けした遅延時間の標準偏差であ

り，遅延プロファイルをP (τ)とすると，

ただし，

で与えられる．なお，µτは平均遅延時間である．

遅延スプレッドの値は伝搬環境に依存するが，市街地マ

クロセル環境においては0.5～1 µs程度となることが測定

より報告されている3）．また，遅延プロファイルについて

は一般的に指数分布：

で近似できる．図9には式（7）を基に回帰した結果も示し

ており，遅延プロファイルが指数分布で精度良く近似でき

ることがわかる．

4.2 出射・到来角度

電波（もしくはパス）の出射角度や到来角度の分布特性は

マルチパスフェージングによる受信電力変動の空間分布を

特徴付けることから，その把握とモデル化は空間ダイバー

シチやMIMO（Multiple Input Multiple Output）伝送の評

価において重要である（ただし，ダイバーシチとMIMO伝

送では，MSの移動に伴う角度分布の変化に対する扱い方

が異なることに注意2））．なお，下り回線と上り回線で使用

する周波数が同一である場合，同一局（BSもしくはMS）に

おける出射角度特性と到来角度特性は一致する．本稿では

混乱を避けるために下り回線を基準に説明する．

図10と図11は図9の遅延プロファイルと同時に測定した

結果であり，それぞれBS側とMS側における各パスの角度

（出射もしくは到来角度）と受信電力との関係を表したもの

である10）．ただし，これらは送受信間距離1.5 km以内で得
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∫

∫
∫
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図8 長区間変動モデル：Walfischモデル
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られた結果を，BS側ではMS方向を0ﾟとし，MS側は“水

平面内：道路方向，垂直面内：水平方向”をそれぞれ0ﾟと

して平均した結果である．なお，このようなグラフは角度

プロファイルと呼ばれる．また，角度広がりの評価には角

度スプレッドが指標として用いられる．角度スプレッドは

電力で重み付けした角度の標準偏差であり，基本的に式（5）

の遅延スプレッドと同様の演算より求められる．例えば，

垂直面内の角度スプレッドσθは，垂直面内角度プロファイ

ルをP (θ)（ただし，–π/2 ≤ θ ≤ π/2）とすると，

ただし，

で与えられる．なお，µθは平均角度である．水平面内の角

度スプレッドσϕも同様の演算より求められるが，角度ϕが

µ
θ θ θ

θ θ
θ

π

π

π

π= −

−

∫
∫

P d

P d

( )
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( )2
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2
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2πの周期性を持つことを考慮する必要がある（詳細は文献10）

を参照）．

角度スプレッドの値は伝搬環境に依存するが，市街地マ

クロセル環境では，BS側：（σϕ, σθ）≈（17ﾟ, 5ﾟ），MS側：
（σϕ, σθ）≈（50ﾟ, 18ﾟ）となることが報告されている（文献11）

のTable 7-2．なお，前述の数字は表にある最小値と最大値

の中間値）．

市街地マクロセル環境において，BS側の角度プロファイ

ルはこれまでガウス分布でモデル化されてきた．しかし，

近年はラプラス分布：

で近似する場合も多い．図10には式（10）を基に回帰した

結果も示しており，ラプラス分布で精度良く近似できるこ

とがわかる．

一方，MS側において，水平面内の角度プロファイルは

図11（a）に示すように一様分布で比較的良く近似できる．

これは図3の前提が正しいことを意味している．なお，角

度プロファイルが一様分布（P (ϕ) =1/2π）である場合の角
度スプレッドは約104ﾟである．垂直面内の角度プロファイ

ルは，従来，ガウス分布でモデル化されてきたが，近年は

ラプラス分布とする報告が多い12）．図11（b）では式（10）

を基に回帰した結果も示している．なお，図11（b）からわ

かるとおり，実測値のほうはピーク値を境に分布の上側

（天空側）と下側（大地側）で非対称形となっている．そこ

で，上下を異なる分布でモデル化する報告もある13）．

５．交差偏波特性

偏波特性は偏波ダイバーシチおよび偏波MIMO伝送の評

価において必要な特性である．従来，偏波特性は交差偏波

識別度XPD＊を指標として評価されてきた．XPDは主偏波

と交差偏波の電力比（ただし，各電力はマルチパスフェー

ジングの影響が取り除かれた短区間中央値相当）で定義さ

れ，送信偏波が垂直偏波である場合には，垂直偏波受信時

の電力PVVと水平偏波受信時の電力PHVより

で定義される．XPDの値は伝搬環境に依存するが，市街地

マクロセル環境においては約6dBとなることが報告されて

いる3）11）．図12は東京都内青山エリアにおいて全40ポイ

ントの定点測定（ただし，垂直偏波送信）より得たXPDの

分布であり，その平均値は6.5 dBである14）．

移動通信環境においてXPDが小さくなるのは，電波が受

信局に到達するまでに反射・回折を伴うことによる．図13

は図12と同時に測定した結果であり，各パスにおける偏波

方向と受信電力の関係を表したものである10）（ただし，40

ポイント分を平均した結果）．なお，横軸の偏波方向は，

パス#iの垂直および水平偏波受信時の電力をそれぞれ

PVV(i)とPHV(i)とすると，

で定義されている．しがたって，ξ=0ﾟは垂直偏波方向，ξ=
90ﾟは水平偏波方向を表す．図より，電力は主偏波方向で

ある ξ = 0ﾟで最も大きくなるが，ξ > 0ﾟとなるパスも存在
していることがわかる．これらのパスを垂直偏波成分と水

平偏波成分で合成すると，結果としてXPDは約6 dBとな

る．なお，3GPPの3Dチャネルモデル12）では，図13の特

性を表すために，各パスのXPD分布を対数正規分布でモ

デル化している．

ξ = ( )−tan ( )( ) ( )1 12P PHV
i

VV
i

XPD P PVV HV= / ( )11

P x x m xx x( ) exp( | |/ ), ( )= − − =2 10σ ϕ θor
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＊　近年，交差偏波電力比XPR（Cross-polarization Power Raito）と呼ばれ

ることも多い．



６．むすび

携帯電話システムを前提に，移動通信の電波伝搬につい

て解説した．移動通信環境は，主に，送受信局間で見通し

がなく，かつ受信局には周囲の構造物で反射・回折した複

数の電波が到来するマルチパス環境であるのが特徴であ

る．これにより，受信電力が複雑に変動する．移動通信シ

ステムの歴史は，この変動による品質劣化を克服すること

から始まったと言える．また，近年は高速・大容量データ

伝送を実現するためにマルチパス特性を積極的に利用して

いる．

本稿では特にマクロセル環境における伝搬特性について

述べたが，基地局アンテナが周辺建物より低い位置に設置

されるマイクロセルや屋内に設置される屋内セルの環境に

おいても伝搬特性を把握・モデル化するアプローチは同様

である5）11）12）．また，第5世代では高周波数帯（6～100GHz）

の利用が想定されているが，その伝搬特性の把握・モデル

化においてもまったく同様のアプローチで検討が進められ

ている15）16）．詳細は本稿で引用した文献等をご覧いただき

たい． （2016年8月4日受付）
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１．まえがき

ITU-R勧告P（Radiowave Propagation）シリーズには，電波

伝搬特性の推定方法（伝搬モデル）が含まれており，無線通信

システムを設計する上で役立つ情報である．どの勧告を使用

すれば良いかは，ITU-R P.11441）を参考にすると良い．近距

離の伝搬特性については，伝送距離1km以内の伝搬損失と遅

延スプレッド等を推定する屋内環境用のITU-R P.1238 2），屋

外環境用のITU-R P.1411 3）があり，どちらも適用周波数は

300MHz～100GHzである．勧告にはさまざまな周波数での

測定データが含まれており，近距離伝搬特性のデータバンク

としての役割を果たしている．また近年では，第5世代移動

通信システム（5G）のミリ波帯を利用した高速無線通信に注

目が集まっており，ITU-R Study Group 3（SG3）ではミリ波

帯の測定データや新規伝搬モデルの追加による両勧告の改訂

作業が進められている．本稿では，勧告の内容をもとに近距

離電波伝搬の特性と伝搬モデルについて解説する．

２．屋内近距離電波伝搬

屋内環境では，①壁や床，什器などからの反射波や回折

波による多重波（マルチパス）の発生，②遮蔽物による透過

損失，③廊下環境などでの導波路効果，④人や物の移動に

よる時間的・空間的特性変動など，さまざまな要因で伝搬

特性が変化する．これらの伝搬特性を把握することは，小

電力の無線装置で複数の小さな通信エリアを構成するよう

なスモールセル設計で周波数利用効率を改善することにも

役立つ．屋内電波伝搬を扱うP.1238 2）の伝搬モデルには，

場所依存性のないモデル（Site General Model）と，特定の

場所で適用可能なモデル（Site Specific Model）が存在し，

ここでは伝搬損失特性とインパルス応答についての各モデ

ルについて紹介する．

2.1 屋内伝搬損失特性

場所依存性のない伝搬損失モデルは次式で示されており，

参照距離d0における損失L（d0）と，伝搬損失係数N，および

建物内のフロア間透過損失Lfにより，周波数 f［MHz］と伝送

距離d［m］を入力パラメータとして，伝搬損失Ltotal［dB］が

推定可能である．ここに，損失L（d0）は見通し環境の自由

空間損失であり，d0 = 1 mの場合には近似的に次式で計算

できる．

式（1）において，送受信アンテナが建物内の同一フロアに

存在する場合には透過フロア数n = 0となり，Lf（n）= 0と

すればよい．各周波数で使用可能な式（1）の伝搬損失係数

は同勧告で表1のように与えられており，フロア間の透過

損失も表2で与えられている．ただし，各モデルパラメー

タには（表中添え数字に対応する）適用可能な条件が存在す

るため，使用する場合には原著2）で適用条件を満たしてい

るかご確認願いたい．

特定の場所で適用可能な伝搬損失モデルについては，環境

が限定される代わりに推定精度の改善が期待できる．計算

手法としては，伝搬路の周囲環境が決まるため幾何光学的

回折理論やレイトレース法4）の適用が可能であり，遅延波の

L d f( ) log ( )0 1020 28 2= −

L L d N
d
d

L ntotal f= + +( ) log ( ) ( )0 10
0

1

†国立研究開発法人情報通信研究機構

"Radiowave Propagation Channel (Final study); Short-range Radio

Propagation" by Hirokazu Sawada (National Institute of Information and

Communications Technology, Tokyo)

 Frequency Residential Office Commercial Factory Corridor

 900 MHz － 33 20 － －

 1.25 GHz － 32 22 － －

 1.9 GHz 28 30 22 － －

 2.1 GHz － 25.54） 20 21.1 179）

 2.4 GHz 28 30 － － －

 2.625 GHz － 445） － 336） －

 3.5 GHz － 27 － － －

 4 GHz － 28 22 － －

 5.2 GHz 302）， 283） 31 － － －

 5.8 GHz － 24 － － －

 28 GHz － － 27.68） － －

 60 GHz1） － 22 17 － 167）9）

 70 GHz1） － 22 － － －

表1 屋内伝搬損失計算のための伝搬損失係数：N

（ITU-R P.1238-8）2）
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特性が確定的になることで，伝搬損失だけでなく遅延スプ

レッドや到来波の角度スプレッドの推定等も可能となる．

2.2 インパルス応答モデル

無線伝搬路は線形性を持つため，その伝達関数はインパ

ルス応答で表現が可能である．インパルス応答をモデル化

することにより，無線装置の物理層評価のための符号誤り

率（BER: Bit Error Rate）のシミュレーションが可能とな

り，回線品質を評価することが可能となる．

場所依存性のないインパルス応答モデルは，到来波が指

数関数減衰する次式が簡易的に使用されることが多い．

ただし，S：r.m.s.（root mean square）delay spread

tmax：maximum delay

tmax � S.

実際のシミュレーションでは，このモデルにしたがってシ

ステムのシンボル時間間隔（1変調信号の信号帯域の逆数）

で指数関数的に減衰するインパルス応答を伝搬路と仮定

し，各到来波の位相はランダムとする．

遅延スプレッドSをパラメータに使用することで，モデ

ルは非常にシンプルになる．各周波数での遅延スプレッド

の例を表3に示す．このインパルス応答の特徴を示すパラ

メータの遅延スプレッドは，多重波伝搬路における符号伝

送誤り率との相関関係が存在し5），無線通信システムの設

計において広く使われている．表3中のA，B，C列が遅延

スプレッドの値であるが，それぞれ累積分布の10%，50%，

90%値を示しており，通信回線を設計する場合に伝送路状

態の異なる場合を評価することが可能である．ただし，表

中の各値は測定条件等を原著でご確認頂いた上でご使用願

いたい．

また屋内環境での遅延スプレッドは，ほぼ床面積Fs［m2］

に比例することから，特に2 GHz帯での測定データをもと

に，次式の近似式も示されている．

特定の場所でのインパルス応答は，レイトレース法など

により計算され，一般化すると次式の表現となる．
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 Frequency Residential Office Commercial

 900 MHz － 9（1 floor） －

   19（2 floors）

   24（3 floors）

 1.8～2 GHz 4 n 15 + 4（n－1） 6 + 3（n－1）

 2.4 GHz 10＊1（apartment） 14

  5（house）

 3.5 GHz  18（1 floor）

   26（2 floors）

 5.2 GHz 13＊1（apartment） 16（1 floor） －

  7＊2（house）

 5.8 GHz  22（1 floor）

   28（2 floors）

＊1 Per concrete wall　　＊2 Wooden mortar

表2 屋内伝搬損失計算のためのフロア透過損失

ファクタ：Lf［dB］（n≧1：透過フロア数）（ITU-R P.1238-8）2）

 Freq. Environment Polarization Time delay resolution Tx beam width Rx beam width A B C
 （GHz）   （ns） （degrees） （degrees） （ns） （ns） （ns）

 1.9 Residential VV 10 Omni Omni 20 70 150

  Office VV 10 Omni Omni 35 100 460

  Commercial VV 10 Omni Omni 55 150 500

 2.25 TV studio VV 4.2 Omni Omni － 133），263） －

 2.625 Office VV 1.8 Omni1） Omni1） 8 11 12.5

   VV 1.8 Omni2） Omni2） 10.74 13.74 20.15

  Corridor VV 1.8 Omni Omni 8.49 18.53 25.16

  Air cabin VV 1.8 Omni Omni 7.98 11.89 14.47

  Factory VV 1.8 Omni Omni 51.5 69.2 87.2

 3.7 Residential VV 10 Omni Omni 15 22 27

  Office VV 10 Omni Omni 30 38 45

  Commercial VV 10 Omni Omni 105 145 170

 5.2 Residential VV 10 Omni Omni 17 23 30

  Office VV 10 Omni Omni 38 60 110

  Commercial VV 10 Omni Omni 135 190 205

 30 Computer cluster Dual4） 0.45 35 35 1.25） 2.55） 145）

    0.45 35 35 1.67） 17.67） 347）

 60 Computer cluster VV 0.22 15.4 15.4 5.28） 10.68） 5.28）

   VV 0.9 15.4 15.4 129） 37.59） 129）

  Office6） VV 0.22 Omni10） Omni10） 0.68 1.7 4

   VV 0.22 Omni11） Omni11） 0.45 1.77 5.2

表3 r.m.s．遅延スプレッドパラメータ（ITU-R P.1238-8）2）
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ただし，h（t）：インパルス応答

N：到来波（レイ）の総数

Mrn：n番目のレイの反射回数

Mpn：n番目のレイの透過回数

Γnu：u回目n番目のレイの反射係数

Pnv：v回目n番目のレイの透過係数

rn：n番目の伝搬路の長さ

τn：n番目のレイの遅延量

伝搬路のイメージは図1のように示される．送信アンテナ

から送信された無線信号は，さまざまな経路で反射や透過

の影響を受けて，受信アンテナへ到達する．その場合に，

ある程度まとまった到来角度や到来時間の到来波を光線

（レイ）とみなし，それらを集団（クラスタ）として扱うこ

とで，複数のクラスタ（マルチクラスタ）でインパルス応答

を表現する統計的モデルも開発されている6）7）．そのよう

なモデルでは，クラスタ内（intra-cluster）のレイの電力減

衰係数および到来時間分布，角度スプレッド分布を適当な

確率分布を用いてパラメータ化することでクラスタ内のレ

イの特徴をモデル化し，さらに各クラスタ間（inter-cluster）

の関係性も同様に確率分布としてパラメータ化すること

で，インパルス応答を生成可能としている．

各クラスタやレイの遅延時間については，統計的モデル

ではポアソン過程による指数確率分布で与えられることが

多い．また各クラスタ内のレイ到来角の角度分布について

は，次式の確率密度関数（PDF）で表現される．

ここにΘiはクラスタの到来角，ϕは i番目のクラスタの到来

角を基準としたレイの到来角度を示し，σiは角度スプレッド

の標準偏差を表す．また屋内環境ではクラスタの到来角は

どの方向からも同じ到来確率となる一様分布（0≦Θi<2π）で
近似される．屋内環境での角度スプレッドパラメータとし

ては，表4が示されている．

式（5）が時間と角度の情報を持ったインパルス応答モデ

ルの場合には，複数のアンテナ素子を配列したアレイアン

テナを使用する広帯域通信との整合性も良く，アンテナ指

向性と畳み込み演算をすることで4），指向性アンテナを使

用した場合のインパルス応答特性を得ることもできる．

その他，勧告P.1238は偏波やアンテナビーム幅および屋

内での人や物の移動の影響にも言及しており，ご興味を持

たれた方は原著をご覧頂きたい．

３．屋外近距離伝搬特性

屋外環境では，建物や樹木の影響が大きくなり，特に短

距離通信の利用が想定される都市部では建物の影響が支配

的である．また通信端末は歩行者や車等とともに移動する

ことから，伝搬路の時間的変化も考慮する必要がある．

勧告P.1411の伝搬環境は周辺建物高が異なる3種の市街

地，住宅地，郊外のカテゴリーがある．市街地の伝搬路は

Pi i
i

i

i

( ) exp ( )ϕ
σ

ϕ
σ

− = ⋅ −
−









Θ

Θ1

2
2 6

図1 クラスタモデルのイメージ（ITU-R P.1238-8）2）

 LoS NLoS

 Mean（degrees） Range（degrees） Mean（degrees） Range（degrees）

Hall 23.7 21.8～25.6 － －

Office 14.8 3.93～28.8 54.0 54

Home 21.4 6.89～36 25.5 4.27～46.8

Corridor 5 5 14.76 2～37

表4 屋内環境の角度スプレッドパラメータ（ITU-R P.1238-8）2）



図2のように例を示し，分類されている．図中A-Eは場所

を示し，L1-3は高さを示す．L1は屋根の上，L2は歩行者

以上で屋根以下の高さ，L3は歩行者以下の高さである．

例えば，A-B間の伝搬路を図示すると，図3のように示さ

れる．見通し外環境となるため，直接波は受信されず，回

折波や建物間を反射した複数の到来波が受信される．また

D-E間などの場合は，図4のようにコーナまでの距離（x1, x2）

や道路の幅（w1, w2）などもパラメータとなる．

3.1 屋外伝搬損失特性

図2のA-C, D-F, B-E間のような見通し状況の場所依存性

のない伝搬損失モデルは適用可能な周波数範囲ごとに異な

る式で表される．主として直接波と大地からの反射波を受

信するため，伝搬損失は二つの波の位相関係で大きく変動

することから，上限・下限の2式が与えられている．また
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図3 見通し外伝搬路の例（ITU-R P.1411-8）3）

図2 市街地での典型的な伝搬状況（ITU-R P.1411-8）3）

図4 見通し外環境のパラメータ定義（ITU-R P.1411-8）3）
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伝搬損失はブレークポイント8）を境に傾きの異なる曲線と

なる．

（1）UHF帯（0.3～3 GHz）の場合，伝搬損失の下限は次式

で表され，

ブレークポイントは次式で求められる．

ただし，λは搬送波の波長を示し，h1, h2は送受信アンテ

ナの高さである．ここで注意して頂きたいのは，この場

合の伝送距離dは送受アンテナ間の水平面距離であると

ともに，送信および受信アンテナ間は標高の変化が小さ

く平坦であることを仮定している．また上限については

次式で表される．

ここにLbpはブレークポイント地点での損失であり，次

式で表される．

この場合にフェージングマージンとして，20 dBが加算

されている．またブレークポイントまでの減衰係数が25

とされているのは，近距離で発生する弱い遮蔽損の影響

を考慮しているためである．

また回線設計に使用するような伝搬損失の中央値を推

定したい場合には，下限よりも6 dB損失が増加した次式

を使用する．

（2）SHF帯から15 GHzまで（3～15 GHz）の場合，周波数

が高くなることで道路上の車輌の影響が無視できな

くなり，反射点の実効高さを考慮して次式でブレー

クポイントを求める．

ここにhsは実効的な反射点の高さであり，表5，表6の

ように交通量に依存した値が示されている．

移動端末側のアンテナ高が低い場合には，車輌の影響

で安定した反射波が受信されず，ブレークポイントが存

在しなくなる場合もある．測定時の交通量の基準として，

①交通量が多い場合は，道路上の10～20%を車輌が占め

ており，歩道上を歩行者が0.2～1%程度占めている場合，

②交通量が少ない場合は，道路上の0.1～0.5%以下を車

輌が占めており，歩道上を歩行者が0.001%以下程度占め

ている場合とされている．

またこの場合に式（12）のブレークポイントでの損失

Lbpは式（10）に従い次式となる．

ただし，h1, h2がhsよりも低い場合には，ブレークポイ

ントは存在しないとして扱う．さらに送受信間距離が近

い場合（d < Rs）には，伝搬損失はUHF帯に似た特性と

なり，送受信間距離が遠い場合（d >Rs）には，伝搬損失

係数は30に近似されることが示されている．Rsについて

は，実験的に求められ，20mとされている．よって伝搬

損失の下限は次式で表され，

上限は次式となる．
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 Frequency（GHz） h1（m） hs（m）

   h2 = 2.7 h2 = 1.6

 3.35 4 0.59 0.23

  8 ＊1 ＊1

 8.45 4 ＊2 0.43

  8 ＊2 ＊1

 15.75 4 ＊2 0.74

  8 ＊2 ＊1

＊1 No measurements taken　＊2 The breakpoint is beyond 1 km

表6 実効道路高さ（交通量が少ない場合）（ITU-R P.1411-8）3）

 Frequency（GHz） h1（m） hs（m）

   h2 = 2.7 h2 = 1.6

 3.35 4 1.3 ＊2

  8 1.6 ＊2

 8.45 4 1.6 ＊2

  8 1.6 ＊2

 15.75 4 1.4 ＊2

  8 ＊1 ＊2

＊1 The breakpoint is beyond 1 km　＊2 No breakpoint exists

表5 実効道路高さ（交通量が多い場合）（ITU-R P.1411-8）3）
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この場合の参照距離となるRsでの損失は次式で求まる．

伝搬損失の中央値は下限値から6dB増加する次式となる．

（3）ミリ波帯（15 GHz以上）の場合，波長が短くなるため

ブレークポイントが充分遠い位置になり，伝搬損失

は自由空間の特性に近くなり，次式で表される．

伝搬損失係数nは僅かに周波数依存性があるが，通常は

自由空間損失のn = 2を使用することでよいと思われる．

また上式では低い周波数では影響が無視できていた大気

減衰Lgasおよび降雨減衰Lrainの損失が加わる．各損失に

ついては，それぞれ勧告P.676 9）およびP.530 10）で計算可

能である．

次に図2のD-E間のように見通し外状況の場合の伝搬損

失モデルについても紹介する．

（1）0.8～2 GHzの場合，送受信アンテナが屋上の高さ以

下のとすると，コーナでの回折波と反射波を考慮す

ればよく，次式の伝搬損失モデルが示されている．

ここにLrは次式で求まる反射損失であり，

計算例は文献11）に記載されており，αが90ﾟよりも大きい
場合には，回折波よりも反射波の影響が大きく，αが小さ
い場合には回折波のみとなり，図4に示す曲がり角の角度

が0.6<α<πの場合には，次式の回折損失が加わる．

（2）コーナの角度が90ﾟの場合については，周波数2～16

GHzの実測値から，次式が得られており，図5のよ

うに示される．

ここにLLoSは，電波がコーナに侵入する側の見通しのあ

る道路での損失であり（ただし，道幅が20m以上の場合），

上述の対応する各周波数の式で計算する．Lcはコーナで
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図5 周波数範囲2-16 GHzで基地局高が低い場合の図4の経路に沿った伝搬損失の典型的な傾向（ITU-R P.1411-8）3）
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の損失増加であり，次式で表される．

ここに，実測値をもとにLcornerは市街地では30 dB，住宅

地では20 dB，dcornerは30mを用いる．コーナを通過後の

伝搬路の損失は次式のLattで表され，伝搬損失係数はβ=6
を用いる．

図2のA-B, D-B間のような屋根の上を越えていく伝搬路の

場合には，図3のように回折波とその反射波が合成された波

が受信される．この場合の伝搬モデルは，建物をすべて同

じ高さの半無限平板と仮定した場合に理論的に求められて

おり，次式のように基地局と移動局間の自由空間損失Lbfと，

その経路で発生する回折損失Lrtsを計算し，さらに移動局近

傍の建物間の反射や回折に伴う損失Lmsdを付加する．

基地局アンテナ高が建物よりも高い場合（hb> hr）には各

損失は次式で表される．

・2GHz以下の場合

・2～20GHz以下場合

ただし，アンテナ実効高さは∆hb=hb－hr，∆hm=hm－hr

として，平均建物高さhr［m］を考慮する．d［m］は送受ア

ンテナ間の伝搬路の長さ，f［MHz］は搬送波周波数，hbは

基地局アンテナ高，hmは移動局アンテナ高，w［m］は道路

幅，φ［ﾟ］は道路角で到来波と道路とのなす角，b［m］は建

物間隔を示す．

４．むすび

近距離の電波伝搬特性について，実用的な観点からITU-

R勧告の伝搬モデルを中心にご紹介した．現在のITU-R

SG3では第5世代移動通信システムで利用が期待されるミ

リ波帯の伝搬モデルが検討されており，今後の勧告改定で

はさらに適用可能な周波数が拡張されると考えられる．

（2016年10月7日受付）
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